
平成 26 年 3定 2日目 

－22－ 

平成26年第3回定例 

夕 張 市 議 会 会 議 録 

平成26年9月10日(水曜日) 

午前10時30分開議 

――――――――――――――――――――――― 

◎議事日程 

第 １ 一般質問 

第 ２ 議案第 ９号夕張市児童遊園及び緑地等設

置条例の一部改正について 

第 ３ 認定第 １号 平成 25 年度夕張市一般会

計歳入歳出決算の認定について 

    認定第 ２号 平成 25 年度夕張市国民健

康保険事業会計歳入歳出決算の認定につい

て 

    認定第 ３号 平成 25 年度夕張市市場事

業会計歳入歳出決算の認定について 

    認定第 ４号 平成 25 年度夕張市公共下

水道事業会計歳入歳出決算の認定について 

    認定第 ５号 平成 25 年度夕張市介護保

険事業会計歳入歳出決算の認定について 

    認定第 ６号 平成 25 年度夕張市診療所

事業会計歳入歳出決算の認定について 

    認定第 ７号 平成 25 年度夕張市後期高

齢者医療事業会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

    認定第 ８号 平成 25 年度夕張市水道事

業会計決算の認定について 

第 ４ 報告第 １号 平成25年度健全化判断比率

及び資金不足比率の報告について 

――――――――――――――――――――――― 

◎出席議員（9名） 

 大 山 修 二 君 

 小 林 尚 文 君 

 高 間 澄 子 君 

 熊 谷 桂 子 君 

 高 橋 一 太 君 

島 田 達 彦 君 

 藤 倉   肇 君 

 厚 谷   司 君 

 角 田 浩 晃 君 

――――――――――――――――――――――― 

◎欠席議員（なし） 

――――――――――――――――――――――― 

午前１０時３０分 開議 

●議長 高橋一太君  これより、平成 26 年第 3

回定例夕張市議会第2日目の会議を開きます。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 高橋一太君  本日の出席議員は9名、全

員であります。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 高橋一太君  本日の会議録署名議員は、

会議規則第125条の規定によりまして 

島田議員 

藤倉議員 

を指名をいたします。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 高橋一太君  この際、事務局長から諸般

の報告をいたします。 

●事務局長 池下 充君  報告いたします。 

 参与並びに書記の職氏名についてでありますが、

お手元に配付してありますプリントのとおりであり

ます。 

 以上で報告を終わります。 

――――――――――――――――――――――― 

「別紙」 

 市長      鈴 木 直 道 君 

 教育委員会委員長 

         氏 家 孝 治 君 

 選挙管理委員会委員長 

         佐 藤 憲 道 君 

 農業委員会会長 後 藤 敏 一 君 

 監査委員    板 谷 信 男 君 

◎市長の委嘱を受けて出席した者の職・氏名 

 理事      叶 野 公 司 君 

 理事      鈴 木   成 君 

 まちづくり企画室長 
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         工 藤   学 君 

 まちづくり企画室主幹 

         押野見 正 浩 君 

 まちづくり企画室主幹 

         佐 藤   学 君 

 総務課長    寺 江 和 俊 君 

 総務課主幹   鈴 木 茂 徳 君 

 総務課主幹   松 田 尚 子 君 

 総務課主幹   松 永 慎 平 君 

 財務課長    石 原 秀 二 君 

 財務課税務担当課長 

         三 浦   護 君 

 財務課主幹   大 島 琢 美 君 

 産業課長    木 村 卓 也 君 

 産業課主幹   武 藤 俊 昭 君 

 産業課主幹   堀   靖 樹 君 

 産業課主幹   斉 藤   修 君 

 建設課長    細 川 孝 司 君 

 建設課都市計画土木担当課長 

         熊 谷   修 君 

 建設課主幹   近 野 正 樹 君 

 建設課主幹   鳥 井   朗 君 

 上下水道課長  天 野 隆 明 君 

 上下水道課技術担当課長 

         小 林 正 典 君 

 上下水道課主幹 山 内 優 一 君 

 市民課長    芝 木 誠 二 君 

 市民課主幹   小 松 政 博 君 

 市民課主幹兼南支所長 

   清 野 敦 子 君 

 保健福祉課長  及 川 憲 仁 君 

 保健福祉課生活福祉担当課長兼 

 福祉事務所長  板 垣 臣 昭 君 

 保健福祉課主幹 平 塚 浩 一 君 

 保健福祉課主幹 渋 谷 勝 美 君 

 会計管理者兼出納室長 

    熊 谷 禎 子 君 

 消防長     増 井 佳 紀 君 

 消防次長兼管理課長 

    石 黒 友 幹 君 

◎教育委員会委員長の委嘱を受けて出席した者の

職・氏名 

 教育長     小 林 信 男 君 

 教育課長    古 村 賢 一 君 

◎選挙管理委員会委員長の委嘱を受けて出席した者

の職・氏名 

 事務局長    寺 江 和 俊 君 

◎農業委員会会長の委嘱を受けて出席した者の職・

氏名 

 事務局長    武 藤 俊 昭 君 

◎監査委員の委嘱を受けて出席した者の職・氏名 

 事務局長    池 下   充 君 

◎本議会の書記の職・氏名 

 事務局長    池 下   充 君 

 主査      熊 谷 正 志 君 

 主査      志 茂   隆 君 

 主査      爾 見 俊 一 君 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 高橋一太君  本日の日程は、お手元に配

付しているプリントのとおりであります。 

 それでは、直ちに日程に従って会議を進行いたし

ます。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 高橋一太君  日程第 1、これより、昨日

に引き続き一般質問を行います。 

 本日の質問者は、熊谷議員、島田議員、厚谷議員

であります。 

 それでは、熊谷議員の質問を許します。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君（登壇）  日本共産党の熊谷桂子で

す。 

今回は、子育て世代が安心して住める魅力あるま

ちづくりについて伺います。 

 1点目、子ども・子育て支援事業について。2点目、

校外実習や社会教育等に参加する際の交通の確保と

内容の改善について。3 点目、次世代を担う子ども
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たちのための基礎学力の充実や英語教育、環境教育

などについて伺います。よろしくお願いいたします。 

 まず1点目の子ども・子育て支援事業について伺

います。 

 夕張市においても、平成27年度からの実施に向け

て、この事業計画策定のためにアンケートの調査が

行われました。結果を見ますと、回収率が4割台と

いえ33％の家庭が、学童保育を6年生まで利用した

い。児童館や学習スペース、図書コーナー等の施設

があれば、放課後安心して遊ばせられる。安心でき

る医療機関、安全な公園、親子が安心して集まれる

身近な居場所などを望んでいます。 

 さらに、自由記述では、たくさんの保護者の方た

ちの声が寄せられています。ここで多いのは、児童

館や母子支援センター、小児専門医、勤務先に託児

施設を働きかけてほしい。また、育児教室や健診の

交通機関の確保、車がないと参加できるイベントが

ない。保育時間の延長、病児保育、一時保育、学童

保育の沼ノ沢以南への増設、枠の拡大、時間延長、

勉強を見てくれる場の設置、土曜授業、他市町村の

ように乳幼児が天候に左右されずに過ごせるような

室内施設、保育や学童保育利用料金の補助などが挙

げられています。 

 ある保護者の方は、栗山町の保育所にお世話にな

っていたが、毎月の子どもたちが楽しみにしている

クッキングの時間やまちの体育指導員が行うキッズ

運動塾、夏は小学校のプールで毎日泳ぎの練習、老

人ホームや障害者施設への訪問など、お金をかけな

いでも充実した体験をさせてもらった。 

 また、我が家と同年代の同職業の栗山町の家庭と

保育料が3万円近く違っていてびっくりした。ぜひ

夕張市でも補助を出してほしい。また、夕張市には、

もう少し努力をしてほしいと願うばかりです。保育

サービスが充実しないと、子育て世代への市外への

流出は防げません。 

 以上のような保護者からのアンケートに対する回

答が寄せられております。 

 これに対し、本年1月24日、内閣府が発表した地

域子ども・子育て支援事業の資料によりますと、市

町村は子ども・子育て・家庭等を対象とする事業と

して、市町村子ども・子育て支援事業計画に従って、

以下の事業を実施する。子ども・子育て支援事業法

第59条、国又都道府県は同法に基づき事業を実施す

るために必要な費用に充てるため交付金を交付する

ことができる。対象事業として、利用者支援事業、

地域子育て支援拠点事業、妊婦健康診査、乳幼児家

庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、子どもを守る

地域ネットワーク機能強化事業、その他要保護児童

等の支援に資する事業、子育て短期支援事業、ファ

ミリーサポートセンター事業、子育て援助活用支援

事業、一時預かり事業、延長保育事業、病児保育事

業、放課後児童クラブ、放課後児童健全育成事業、

実費徴収に係る補足給付を行う事業、多様な主体が

本制度に参入することを促進するための事業などが

挙げられております。 

 まさに、子育て中の家庭にとってみれば、ありが

たい内容と思われますが、一方では、待機児童を解

消するための事業だという声もあり、市として、今

後どのような方針で支援事業を行うのか、お伺いい

たします。 

 2 点目に、校外実習や社会教育などに参加する際

の交通の確保と内容の改善について伺います。 

 今、夕張市内で子育て世代の流出ということが、

現実問題として起きている中、小学校の先生からは、

校外実習にスクールバスなどを使いたくても予算の

都合上認められないことが多いので、予算の改善を

できないか。また、保護者の方からは、子どもたち

のスキー学習の際、全学年で昼食はバスの中で、ス

キー靴を履いたままの状態で食べている。子どもた

ち全員がレースイの休憩室を使えるようにしてもら

えないものか。 

 さらに、スポーツ少年団や子ども向けの行事があ

っても、ほとんどは親が車で送迎できなければ参加

できない。公共交通がネックになって、住んでいる

場所や親の都合で、子どもに格差が生じていること

を何とかできないか、そういう声が寄せられていま
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す。 

 また、平和運動公園については、芝が荒れていて、

大会の参加者などから指摘されている。夕張支援と

いう意味合いもあって、平和の運動公園を使用して

くれているのに、今の条件が続けば芝の管理のよい

ところで試合が行われ、夕張の会場を使ってもらえ

なくなるのではないかなどの声が上がっています。 

 財政再生計画の中で、経費を切り詰めなければな

らないことは重々承知していますが、未来を担う子

どもたちのために、子育て世代が安心して夕張で暮

らすために、何か方法はないものでしょうか。予算

不足とはいえ、せっかくの天然芝をきちんと維持・

管理する必要があるのではないでしょうか。 

 3 点目に、次世代を担う子どもたちの将来のため

に、基礎学力の充実、英語教育、環境教育について

伺います。 

 平成25年度の全国学力・学習状況調査の夕張市の

結果を見ますと、知識に関する問題、活用に関する

問題の平均正答率が全国平均に比べて北海道の平均

が低く、北海道の平均と比べても、夕張市の平均は

やや低いという状況です。 

 道教委が述べているように、平均点そのものを追

求しているわけではなく、教育の機会均等という義

務教育の趣旨を踏まえれば、本来生まれ育ったとこ

ろによって学力に大きな差があってはならず、全て

の子どもたちに社会で自立するために最低限必要な

学力を保障しなければならないと、私も同様に考え

ます。 

 生活の様子を調査から拾ってみますと、小学校で

はテレビ・ビデオを1日3時間以上見るが多く、ゲ

ームやインターネットを1日3時間以上やっている

子も1から2割いる。家庭学習は全くしないから30

分以内が7割近く、土日も同じ傾向です。算数がよ

くわかると答えた子が5割にとどまっています。中

学校では、テレビやゲームは4時間以上を含む割合

が高いという結果で、家庭学習はゼロから30分が約

半数となっています。 

 結果の考察の欄には、今回、平均正答率が小学校、

中学校で北海道を下回っており、基礎的・基本的な

知識・技能の定着を図るとともに、活用能力の伸長

を図る工夫が求められます。 

 北海道の児童・生徒は１日当たり1時間以上勉強

する子は、小学校で44.6％、中学校では57.1％とな

っていますが、本調査の学習時間には、家庭教師や

学習塾も含まれており、そのような状況が少ない地

域は家庭学習の時間が少なく、テレビやゲームの時

間が多くなる傾向です。 

 この結果を教育委員会や学校は真摯に受けとめ、

子ども一人ひとりが自立へのステップを確実に歩む

ことができるよう改善できることは改善し、子ども

たちの学力向上に取り組んでいくと記載されており

ます。 

 夕張市内の小学生の約7割、中学生の約5割の子

どもたちが、学習時間ゼロから30分以内では、この

子どもたちに自立のための基礎学力をつけてやるこ

とは非常に困難だと思われますし、ここが一番の大

きな課題ではないでしょうか。子どもたちは、ちょ

っとしたつまずきから授業がわからなくなって、勉

強が嫌になったり、家庭環境によっては家庭学習が

定着できないという状況もあります。 

 また、教育現場も昔と違って学習の進度が早いこ

とや、先生たちの授業以外の仕事がふえて、子ども

たち一人ひとりに丁寧な指導ができにくくなってい

るという状況も全国で問題になっています。 

 そういう中で全国の先進事例として、教育を充実

させることによって子育て世代の定着や移住に向け

て、さまざまな取り組みが始まっています。その中

で地域寺子屋、ボランティアによる無料塾などの取

り組みの一例をご紹介します。 

 教育行政が主体で行われている事業として、岐阜

県各務原市では、基礎学力定着事業として、小学校

で身につけるべき基礎的な学力の習得を助け、さら

に中学校では確かな学力の育成を図るとし、算数で

のつまずきのある児童をなくすため、各小学校にて

週1回から2回、主に小学3年生4年生を対象とし

た学習室を開催、地域の方が指導者となって子ども
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たちを教えています。 

 また、北海道標津町では、長期休業期間を活用し、

子どもたちの基礎学力向上及び運動習慣の定着を目

的として、標津チャレンジ寺子屋を開設しています。

子どもたちが集団生活を送る中で、自主性・協調性・

社会性を身につけるとともに、学習習慣の定着と規

則正しい生活習慣を確立させるため、チャレンジス

クールを実施しています。チャレンジ寺子屋は、長

期休業中の連続した5日間、チャレンジスクールは

3 泊 4日の日程で 2 回の実施がされているところで

す。 

 先進事例にもあるように、子どもたちのための無

料塾は、子育て世代にとって非常にインパクトがあ

り、夕張への定住化を促進し、転出の抑制にもつな

がるのではないかと考えます。家庭学習が、現在の

格差社会の中で、それぞれの家庭の経済状況や考え

方による自己責任ということではなく、社会の宝で

ある子どもたちの未来のために行政としても自立に

向けた基礎学力の向上に向けて、バックアップをす

る体制が必要ではないかと考えますが、いかがでし

ょうか。 

 日本中の子どもたちの6人に1人が貧困と言われ

る時代になりました。それは夕張市内においても決

して例外ではないことと思います。貧困のない未来

社会へ、暮らしを取り巻く社会状況や政治を変えて

いく必要性はもちろんですが、今現在を生きる子ど

もたちに対して、夕張市として今何ができるかが問

われていると考えます。夕張市では、どのような取

り組みをされているのか、伺います。 

 また、英語教育についてですが、道内また夕張市

内を訪れる外国人の増加から考えても、今後の国際

化の波を考えても、これからの時代を生きる子ども

たちにとって、一定程度の英語力が豊かなコミュニ

ケーションや世界的な視野で物事を考え、判断する

力にもつながっていくことと思います。都会にある

ような英語の塾に通わなくても、希望する子どもた

ちに学校以外の場で英語に触れ合い、学べるような

そういう機会をつくることはできないでしょうか、

教育長の前向きな答弁を期待いたします。 

 最後に、環境教育について伺います。 

 北海道は、国の環境保全活動・環境教育推進法を

受けて、平成26年3月に北海道環境教育等行動計画、

環境を守り育てる人づくり協働取り組みのためにを

策定しました。行動計画では、目指す方向として道

民一人ひとりが参加し、協力しながら持続可能な社

会を築いていくため、環境保全意識を持ち、主体的

に行動できる人づくりを進めることを掲げています。 

 また、七つの視点として、一人ひとりが学び、考

え、行動する。環境問題を多面的、客観的、かつ公

平な態度でとらえる。本道における環境問題の特性

も踏まえる。体験を重視する。ライフステージに応

じる。地域社会全体が協働して取り組む。命のつな

がり、命の大切さを学ぶの以上7点が挙げられてい

ます。 

 夕張の自然豊かな環境の中で体験を重視し、一貫

した環境教育を実践できれば、財政が厳しい本市の

現実の中でも夕張が持つ自然のすばらしさを理解し、

ふるさとに誇りを持ち、環境を守り育てる人づくり

ができることと思います。そこで現在、夕張市の子

どもたちの環境教育がどのようになっているのか、

お伺いします。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君（登壇）  熊谷議員の子育て

世代が安心して住める魅力あるまちづくりについて

のご質問にお答えをいたします。 

 まず初めに、子ども・子育て支援事業についてで

ありますが、保護者が子育てについて第一義的な責

任を有するという基本的認識のもとに、幼児期の学

校教育、保育、地域の子ども・子育ての支援を総合

的に推進するため、子ども・子育て関連三法が平成

24年8月に制定され、市町村においては地域の実情

に応じて、質の高い幼児教育、保育及び地域の子育

て支援事業が適切に提供されるよう計画を策定する

こととされております。 

 また、子ども・子育て支援法に基づき、幼稚園や
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保育園などの特定教育、保育施設や地域における小

規模保育所などの設置者は、市町村が条例で定める

運営に関する基準に従い、教育や保育を提供するこ

ととされ、市町村においてはこれらの運営基準を定

める関連条例を今年度中に策定する必要があり、国

が示す基準を準拠し、条例の策定が義務づけされた

ところであります。 

 本市においては、現在、実施していない定員が20

人未満の小規模保育事業や事業所内保育事業などの

多様な保育事業についても、利用者が適切なサービ

スが受けられるよう運営基準を条例で定め、事業所、

事業者からの実施の要望があった場合の受け皿を整

えておくよう12月議会の上程に向け、条例制定を行

う予定であります。 

 いずれにいたしましても、乳幼児期における保育

サービスの提供はもとより、地域子ども・子育て支

援事業については、市町村が地域の実情に応じて実

施することとなっており、財政的な事情や施設整備

に伴うもの、あるいは事業者等の人材確保の課題等

から、当市においては実施していない事業もありま

すが、これらの事業は子育て環境を充実するための

有効な施策でありますことから、今後、子ども・子

育て会議や庁内議論なども踏まえ、緊急性や優先度、

市の負担状況なども勘案しながら事業実施の必要性

や確保策等について、鋭意検討を進めてまいりたい

と考えているところでございます。 

 なお、次の総合学習、社会教育等行事参加者の交

通機関の確保や内容の改善及び次世代を担う子ども

たちのために基礎学力の充実、環境教育、英語教育

等については、教育長より答弁をさせていただきま

す。 

●議長 高橋一太君  教育長。 

●教育長 小林信男君（登壇）  熊谷議員の質問

にお答えいたします。 

 総合学習、社会教育等、行事参加者の交通機関の

確保や内容の改善についてでありますが、現在、校

外学習や遠足も含めて小学校の要請によりスクール

バスを利用しているところでありますが、年度当初

に予定をお聞きし、予算の範囲内で、できる限りの

対応を行っているところであります。緊急時の対応

には、難しい側面がありますが、おおむね要望には

応えているというふうに考えているところでありま

す。 

 また、スキー授業での昼食場所の確保につきまし

ては、いろいろな方法があるというふうに私どもも

学校のほうと相談を受けておりまして、本年度の施

設使用につきましては、ＰＴＡ・学校と協力して何

とか工面できるということでお聞きしております。

ホテルとの調整も、もう済んでいるというふうにお

聞きしているところであります。 

 次に、少年団活動や公民館で行われる活動に参加

する上での交通機関の確保についてでありますが、

少年団活動につきまして、現状、児童・保護者のあ

るいは指導者のそういった応援をいただきながら、

放課後や土曜日・日曜日に活動をしているという状

況にあります。 

 学校としては可能な範囲で、学校の体育館も活用

していただいているところでありますが、引き続き

応援をいただきながら、これらを進めてまいりたい

というふうに考えています。 

 次に、サングリーンスポーツビレッジの芝につい

てでありますが、センターサークル付近のほか使用

頻度の高い部分については、実際、はげているとこ

ろがあります。現在、芝の管理担当者と意見交換を

し、申込状況とメンテナンスのバランスを考慮しな

がら、芝の管理を行っているところであり、できる

限り使用者の方々には快適な環境で利用していただ

けるようにしてまいりたいというふうに考えており

ますが、全面に芝が生えそろうという状況にするた

めには、第一に使用頻度を著しく抑えることが絶対

条件となります。 

 現在も長寿命化に向け土壌の改良等々、あらゆる

角度から検討を行っているところでありますが、利

用者の何とかこの時期に使用したいという思いと、

それをどう調整を図るのかというのが、非常に難し

い状況にあるということもひとつご理解をいただき
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たいというふうに思います。 

 議員ご指摘のとおり、多くの課題はありますが、

その課題を認識した上で、夕張にとって何がベスト

かを考えてまいりたいというふうに思っております。 

 続いて、次世代を担う子どもたちのために基礎学

力の充実、環境教育、英語教育等についてでありま

すが、まず基礎学力の充実については、現在、小中

学校において特別支援教育支援員を各1名配置し、

支援が必要な児童・生徒に対しての支援を行ってい

るほか、国による教員の加配により小学校に3名、

中学校に1名配置し、小学校においては指導方法工

夫改善加配により、一部習熟度別での指導を行って

いるところであります。 

 また、小学校では、道教委の退職教員等外部人材

活用事業による非常勤講師を1名任用し、チーム・

ティーチングによる学習支援も行い、基礎学力の向

上・充実に努めているところであります。 

 中学校においては、数年前、学校支援ボランティ

アによる学習支援活動を行っていた時期がありまし

たが、現在は行っておりません。学校では希望者に

より、夏休み・冬休み特別学習が行われており、参

加児童も比較的多いというふうに伺っているところ

であります。 

 ボランティアで活動するためには、本人の献身的

な思いが前提となり成立することから、その理解を

得ることも大変であります。本市の場合、退職教員

の高齢化や再任用制度により、さらに人材の確保が

非常に厳しい状況にあるのも事実であります。各地

のさまざまな取り組みについては、承知していると

ころではあります。 

 本年から、夏休み期間中、小学生を対象とした朝

活キッズを行いました。本事業は、7月28日から1

週間、通常どおり学校に登校してきて、午前中、規

則正しい生活リズムを確立するため、読書や学習、

工作等、教育委員会の職員やボランティアで行い、5

名という少ない参加者ではありましたが、大変よか

ったというふうに思っているところであります。 

 全国学力・学習状況調査の結果については、毎年、

文書での公表をさせていただいているところであり

ますが、学校ではその都度分析し、学校改善プラン

を作成し、学力向上に努力をしていただいていると

ころでもありますし、また、その成果も出ていると

いうふうに私は考えているところであります。 

 この調査の中に、例えば家庭学習の時間と学力の

問題、あるいは携帯とかスマホとかこういった使う

時間と学力の問題、読書量と学力の問題、こういっ

たものが提起されていて、こういった問題も学校の

ほうとしては、いろいろな学級懇談の機会であると

か、あるいは学校だより等々の中で、ご家庭に対し

て協力をお願いしていると、そういう状況になって

いるところであります。 

 次に、英語教育については、外国語指導助手によ

り、幼稚園での英語で遊ぼうや小中学校での英語の

授業、また市民向けには実践英会話教室の開催など

を行っているところでありますけれども、ＡＬＴの

雇用の条件、労働時間の問題もありますけれども、

今後も十分コミュニケーションを図りながら、英語

が児童・生徒のみならず可能な範囲で、市民にもこ

れを進めてまいりたいというふうに考えているとこ

ろであります。 

 次に、環境教育についてでありますが、環境教育

には、学校全体で取り組むことが不可欠というふう

に考えているところであり、市内小学校・中学校に

おいてはそれぞれ環境教育全体計画が立てられ、計

画に基づいて教育活動が行われているところであり

ます。北海道環境教育等行動計画は学校教育のみな

らず、広い枠組みでこれを押さえる必要があるとい

うふうに考えております。 

 教育委員会としては、現在、学校教育活動の中で

は小中学校それぞれ各教科、特別活動、総合的学習

の時間等を含めた環境教育全体計画が作成され、内

容によってはＮＰＯ法人、あるいは財団、ことしの

例で言いますと、札幌市の青少年科学館、市民の方々

との連携を図りながら、ご協力をいただいて学習を

現在進めているところであります。 

 幼稚園では、自然に親しみ、自然と遊ぶ、小学校
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では久留喜川での川の学習、あるいは地層や化石・

自然、理科や総合的学習の時間等々での教育活動を

行っておりますし、中学校では大気汚染やあるいは

石炭とエネルギーという中で、外部からの講師をお

招きし、実践しているところであります。いずれも

夕張の自然、あるいは身近な自然を対象ととらえた

計画が組まれているところであります。 

 また、これらの活動が夕張の幼稚園・小学校・中

学校・高等学校での情報交流というか、こういった

情報の共有化といいますか、そういったもの私は必

要であるし、重要なことであろうというふうに考え

ているところであります。 

 また、夏休みキャンプやあるいは社会教育事業で、

教育大学の先生や学生の皆さんの協力をいただき、

市民、子どもたちがいろいろと学ぶ機会を提供して

いただいている、そういった事業もあります。現状、

どのように環境教育にこれらを絡ませていくのかと

いうことも、ひとつ課題なのかなというふうに思っ

ているところであります。今後とも家庭と学校と地

域のかかわり、連携、そして夕張の自然、夕張の子

どもたちがしっかりと基礎的な学力を身につけ、生

き生きとした活動ができるそういった教育環境整備

に努力してまいりたいというふうに考えているとこ

ろであります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

●議長 高橋一太君  熊谷議員、再質問ございま

すか。 

 どうぞ。 

●熊谷桂子君  まず1点目についてです。 

 市長のご答弁の中で、小規模の保育や企業内保育

などもこれから条例化をして、そういったことを実

施できるような条例をつくっていくのだという、そ

ういうお話がありました。12月議会に、条例案が出

されるということですが、12月には間に合わなくて

も、これからも夕張のまちづくりの中で子ども・子

育て、教育というのは、本当に大きなポイント、ウ

エートになっていくというふうに思います。 

 全国的な傾向ですけれども、本当に共働き家庭が

大部分を占めるような、そういう家庭状況になって

います。とりあえず保育時間の延長ですとか、昔と

違いましてお母さんの働き方というのも短時間パー

トからフルタイムに、どんどんシフトしてきている

というふうに思いますし、介護現場などではさまざ

まなシフトで働かざるを得ない、そういう状況が生

まれています。そういうことから、ぜひ保育時間の

延長、学童保育の開設時間の延長、そういったこと

も考えていただきたいというふうに思います。 

 また、旧緑小学校ですとか、旧夕張小学校の校舎

などを利用して、児童館、学習スペース、図書コー

ナー、そういったものが複合的な形で子どもたちが

安全に利用できるようなそういった施設をつくれな

いかということも、ぜひ考えていただきたいという

ふうに思います。 

 夕張では、本当に財政が大変な状況の中でなので

すけれども、父母の方たちの生活も本当に大変で、

全国的にも給料はだんだん下がってきているという

そういう傾向の中で、隣町と保育料が同じ条件で 3

万円近く違うというその言葉には、本当に重いもの

があると思います。全く同じというふうにはならな

いにしても、ぜひ市としても保育園の補助等につい

ても一歩踏み込んで、そういうことを考えていただ

きたいというふうに思うところです。その辺、いか

がでしょうか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  熊谷議員の再質問にお答え

をいたします。 

 今、お話をいただいたような家庭環境の推移とと

もに、課題も多くなってきているということで、多

様なそういった保育ニーズの充実に対する市民の皆

さんのニーズにつきましては、市としても当然認識

をしているところでございます。個別具体の子育て

支援事業の実施という部分に当たっては、熊谷議員

もご指摘がございましたが、財政面の影響がどの程

度出ていくのかですとか、事業のいろいろな事業を

検討する中での優先度、または先ほど、図書コーナ

ーだとか、旧廃校を活用してというお話もございま
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したけれども、それと既存施設の活用の妥当性とか、

また事業者が人材を確保するのも、これまた難しい

課題という部分もございますので、こういったさま

ざまな観点から検証を行いまして、総合的な検討が

必要であるというふうに認識をしています。 

●議長 高橋一太君  熊谷議員。 

●熊谷桂子君  わかりました。総合的にぜひ検討

して、いい方向にいっていただけるようにというこ

とお願いしたいと思います。 

 さらにですが、保護者の方々はフルタイムで働い

ていると、仕事が終わったころには、役所や保育所

の窓口なども全て終わってしまっていて、担当の窓

口に相談したいとか、問い合わせする時間がとれな

くて困っていると。自分の仕事が休みの土日には、

そういうところも休みだということもあります。子

どものためのサービスが、どこを見たらわかるのか、

そういったこともわからないということも、アンケ

ートの中にも書かれておりました。サービスマニュ

アルの詳しい表示を、どこか1カ所にきちんと置い

て、ここを見たらわかるというふうに、そういうこ

とをしておく必要ですとか、それからその方がイン

ターネットを使われているかどうかわからないので

すが、ホームページなどにもきちんと掲載して、例

えばスマートフォン等などでも見られるようにする、

そういったことが欲しい情報がすぐ手に入って、少

しでもそういう使えるサービスを使えるように、そ

ういう取り組みも必要ではないかと思います。そう

いうことが1点です。 

 もう一つは、子ども・子育て支援事業は、今、全

国で心配されているのは、空き待ちの子どもたちで

すね、その子どもたちを全部収容するために、保育

の質が下がるのではないかと、そのことが非常に懸

念されております。保育の場というのは、命を預か

る職場でありますから、ぜひ保育の質を落とさない、

そういうことを念頭にして条例づくりにも反映させ

ていただきたいというふうに思うのですが、いかが

でしょうか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  熊谷議員の再質問にお答え

をいたします。 

 まず1点目で、そういったこと、子育てのサービ

ス利用の各種そういった情報発信の部分での再質問

でございますけれども、熊谷議員も恐らく市のホー

ムページとかをごらんいただいた上でご質問いただ

いているのだと思いますが、市のホームページには

乳幼児の各種健康診査や予防接種、母子健康相談や

親子を対象とした育児教室など、そういったものを

登載をいたしまして、市民の方に情報発信というの

を行っております。 

 一方、例えば保育所ですとか学童などについては、

募集の時期に合わせまして市の広報等に掲載をして

いるという状況でございまして、通年でそういった

情報がごらんいただけるという状況には一部ない部

分もございますので、その部分についてはしっかり

とホームページに情報を載せるとか、そういったこ

とを今後対応していきたいなというふうに思ってい

るところでございます。 

 また、保育士の方の質の向上ですとか、確保策と

いうことでございますけれども、まずは条例整備の

中で、当然そういった適切な環境を確保するという

ことでの条例上のルールというものを盛り込んでい

くということがございますし、また、これまで国の

補助メニューでございますけれども、保育士等処遇

改善臨時特例事業など活用いたしまして、保育士の

確保や資質の確保に関する取り組み、子どもたちが

安心して過ごすことができる体制整備というのは努

めてきたところでございます。 

 今後におきましても、先ほどご説明した関連条例

の整備等に加えまして、事業者とも協力をしながら

そういった質の向上、子どもたちが健やかに成長す

るために、安全で適切な環境というものが確保され

るよう努めてまいりたいと考えています。 

●議長 高橋一太君  熊谷議員。 

●熊谷桂子君  わかりました。 

 先ほど、市長のほうから、保育園や学童保育の件

に関しては、その募集時期に合わせた掲載になって
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いるということで、その部分を改善していただける

ということでした。ホームページだけではなくて、

例えば市に住民が転入してきた場合、そういったも

のをまとめてお渡しできるようなそういったことも

必要ではないかと思います。 

 ずっと昔ですけれども、私が三十数年前に夕張に

転入したときには、市民の便利手帳みたいなものが

あって、そこには全部そういうことが記載されてい

たのですが、もう大分前からそういうことがなくな

りました。1 年 1 年変わっていくという状況もあり

ますので、転入をして来られる方たちには、そうい

った情報を一元化してきちんとお渡しできるような

そういったことも必要ではないかと思うのですが、

いかがでしょうか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  熊谷議員の再質問にお答え

をいたします。 

 転入者の方に対する対応につきましては、一応、

関係する課が複数にまたがることが、転入されると、

いろいろな家庭の状況だとかいろいろなことで、子

ども・子育てだけではなくてさまざま手続が必要に

なるという状況がございますので、その部分につい

ては一括表に整理をいたしまして、漏れがないよう

に全課で共有していこうという取り組みについては、

現在も進めているところでございまして、また夕張

市の中で総括表をみんなで共有するときに、どうい

ったご家庭なのかというのは個々ケースが違います

から、そこでしっかりと各課が連携してサービスの

利用ができなかったなというようなことがないよう

な努力というのは、不断の努力をしていきたいなと

思っています。 

●議長 高橋一太君  熊谷議員。 

●熊谷桂子君  インターネットは、100％普及して

いるわけではありませんので、ぜひ紙でのそういっ

たサービスについても今後の向上についてお願いし

たいというふうに思います。 

 次、2点目に移ってよろしいですか。 

●議長 高橋一太君  はい。 

●熊谷桂子君  2 点目、英語教育につきまして、

先ほど教育長のほうから、子どもだけではなく市民

にも学校外で英語に触れ合う、そういったことを進

めていきたいという前向きな答弁がありました。非

常にうれしく思うところです。ぜひよろしくお願い

いたします。 

 前後しましたが、公共交通機関の件、スクールバ

ス等の件につきましては、4 月の年度当初の計画の

中ではきちんと配備できているがということでした。

それで総合学習などの取り組みの中で、4 月、年度

当初、そういう計画がされていなくてもさまざまな

外部の方たちとお話ししていく中で、もっとこうい

うふうにバスが使えたらということもきっと出てく

るのではないかというふうに思います。 

 本当に予算のない中ではありますけれども、ぜひ

そういったことにも対応できるような予備費という

のでしょうか、そういった教育にかける夕張として

の子どもたちのためのお金の使い方というのですか、

本当にぎりぎりのところでやっているというのは、

よく承知しているのですが、ぎりぎりのところでや

っていくのと、子どもたちに豊かな教育をというこ

ととは、本当に相反することで大変難しいというふ

うに思うのですが、ぜひともその辺も改善していた

だけるように努力していただきたいというふうに思

うところです。 

 また、レースイのスキー授業の昼食の件では、会

場を既に予約されているということで、父母の方た

ちも大変喜んでいらっしゃるというふうに思います。

まだ、ご存じない方もいらっしゃると思います。朗

報だというふうに思いました。 

 子どもたちの基礎学力の件では、習熟度別の授業

をやっていらっしゃるですとか、それから夏休み朝

活キッズですか、職員やボランティアの方たちが本

当に頑張ってこういうことをされているということ

に、市民としても本当に深く感謝したいところだと

いうふうに思います。 

 夏休みの朝活キッズが5名の参加だったというこ

とで、ぜひそれがもっと広がっていって、子どもた
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ちがそういう機会の中で自分の不得意な部分、そう

いったところを克服しながら、夕張の中で基礎学力

をしっかり身につけていただきたいというふうに思

います。夕張でもさまざまな取り組みがされている

ことに、本当に安心をいたしました。 

 次、環境教育についてです。 

 環境教育の中でも、市内小中学校全体で取り組ま

れていることですとか、それから各教科で行われて

いる札幌市の科学館などとの連携をされている、非

常に内容の濃い教育がされているというふうに、今、

お話を伺っていて思ったところです。 

 道が、ことし3月に発行しました北海道環境教育

等行動計画、これにもちろん従ってやっていらっし

ゃるのだというふうに思うのですが、その中で1ペ

ージから6ページにかけましては、環境教育の必要

性が述べられておりまして、家庭や学校、職場、地

域の中で取り組まなくてはならないこと、環境教育

とボランティアなどの社会貢献が継続されるような

仕組みづくりが求められ、各主体が連携することに

よって地域に根差した取り組みになるため、パート

ナーシップづくりを進める必要性ということが述べ

られております。 

 さらに、8 ページの第 2 章、本道の現状と課題の

ところでは、課題として、学校などにおいて環境に

配慮した行動が習慣となるようにするため、教科や

総合的な学習の時間などにおいて、生命や自然の大

切さや省資源・省エネルギーなどの取り組みを学び、

実践する指導の充実を求めると。 

 また、環境教育に関する全体的な計画などを作成

し、2 学年異校種間の連携及び地域社会等との連携

などに配慮しながら、教育活動全体を通じてそれぞ

れの地域・学校に合った取り組みを広げることが必

要であると。教育環境をより効果的に行うため、外

部指導者、専門家の活用、環境教育プログラム、自

然体験、教職員に対する環境教育が必要であると。 

 学校に期待される役割として、地域や学校等の実

態に応じて、環境教育に関する全体計画を作成し、

これは大学の話なのですが、大学においては環境教

育の担い手を養成するとともに、地域特性を生かし

た環境教育に関する研究成果を地域へ還元すること

が求められていると、こういうふうに書かれており

ます。 

 また、ＮＰＯ法人などでは、地域の複数の主体の

活動のコーディネート、専門性を生かしたネットワ

ーク機能を発揮することが期待されていると。そう

いうことで、各主体の連携や協働が求められている

こと、環境教育促進法で新設された協定制度や協働

取り組みの届け出制度を活用することも非常に有効

であるというふうにうたわれているのですが、前置

きが長くなりましたが、この環境教育を進めていく

ためには、道の計画でも言われている連携や協働に

ついて、夕張市内に居住されております北海道教育

大学岩見沢校の環境教育学の研究室の教授で、ＮＰ

Ｏ法人北海道自然体験活動サポートセンターの理事

長でもある能條歩先生から、北海道教育大学岩見沢

校と連携協定を結び、大学としても求められている

地域特性を生かした環境教育に関する研究成果を地

域に還元したいと。夕張は学校が一つずつなので、

幼稚園や保育所から高校までを紡ぐ環境教育には取

り組みやすいし、そういうことをサポートしている

自分たちのＮＰＯ法人北海道自然体験活動サポート

センターもある。近くには大学もあり、災害教育に

も取り組みやすいし、学校を統合した少ないメリッ

トを生かせる可能性もあるのではないかというふう

におっしゃっています。 

 さらに、能條先生は、環境教育学研究室の教授で

あり、今、ずっとお話ししてまいりました道の計画

推進のために設置された北海道環境教育等推進協議

会の委員でもあり、副委員長も務めておられます。

夕張市と北海道教育大学岩見沢校が連携協定を結ぶ

ことで、今、国や道から求められている環境教育の

体系的なプランをつくり、教育的効果を最大限に発

揮できるまたとないご提案ではないかというふうに

思います。 

 参考までに、道内の環境教育の先進事例を挙げま

すと、下川町では、まちの地域資源である森林の多
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様な役割を生かして、地域の森林林業について幼児

期から高校まで、学年ごとに一貫した体系的で理解

しやすい環境プログラムを地域のＮＰＯ法人を活用

して展開、教員の森林環境教育への理解にもつなが

っています。 

 また、隣まちの栗山町では、地域資源であるハサ

ンベツ里山や雨煙別小学校コカ・コーラ環境ハウス、

自然体験プログラムを活用して、ふるさと教育を推

進するとともに、教育委員会や学校、ＮＰＯ法人等

が連携した制度設計にまちを挙げて取り組んでおり、

この栗山町の発表会には、昨年、私たち夕張市議会

でも伺って、視察させていただいたところです。一

貫した方針のもとで、各学年の取り組みが発表され

ておりました。こういった一貫したすばらしい取り

組みを、夕張の子どもたちにもぜひ体験させてやれ

ないものかと、強く思ったところでした。 

 ぜひとも夕張っ子の豊かな教育環境を整えるため

に、今後、求められる市全体の環境教育の計画をつ

くるためにも、北海道環境教育等行動計画に示され

ているように、学校に求められるさまざまな主体と

の連携、それに留意した全体計画の作成、市町村に

求められる体系的な計画と大学に求められる環境教

育に関する研究成果を地域に還元すること。ＮＰＯ

法人に求められる地域の複数の主体のコーディネー

ト、これらを組み合わせて環境教育促進法で新設さ

れた協定制度を活用して、北海道教育大学岩見沢校

と連携協定を結び、大学の専門的な研究成果を夕張

市に還元していただき、現在、１校ずつになってし

まいました小学校・中学校・高校にさらに幼稚園や

保育園も含めて、最大限の教育的効果が上がるよう

そういったことを考え、検討していただきたいと思

うのですが、教育長はどのようにお考えでしょうか。 

●議長 高橋一太君  教育長。 

●教育長 小林信男君  平成23年6月ですか、環

境教育にかかわる促進法、これができて以降、環境

教育にかかわって学校教育のみならず、地方自治体

も含めて全体でやってきました。この中には、単な

る自然保護や保全だけではなくて、エネルギーの問

題であるとかごみの問題であるとか、さまざまな問

題がこの中には書かれているのは十分承知している

ところであります。 

 先ほど申し上げましたように、小中学校ではかな

り早くから環境にかかわる全体計画ができて、これ

に基づいて先ほど言ったような教育実践が積み上げ

られているわけであります。 

 議員の話にもありました、栗山のコカ・コーラ環

境ハウスですね、こことの関係も小学校でつくって、

先ほど言いましたように久留喜の川に実際入って学

習を進めているというところでありますし、また中

学校ではＮＰＯ法人の炭鉱の記憶推進事業団、これ

ともかかわり合いながら総合学習の中でいろいろや

っていただいて、あるいは夕張市民がかかわったり、

あるいは私どもの職員がこれにかかわったり、いろ

いろなことをこの何年間の実践の中で積み上げてき

ているというふうに思っているところです。 

 私は、このような多くの実践の積み重ねともう一

つは、これをどうであったのかということを検証す

るのが大事であろうというふうにも考えていますの

で、これらの実践については引き続き小学校も中学

校もやっていただきたいというふうに思っていると

ころでございます。 

 それからもう一つ、今、大学等々の連携のお話が

ありました。私は、十分、夕張市全体、あるいは地

方自治体全体としての環境教育にかかわる計画がな

いわけでありますけれども、教育大岩見沢校との連

携で言いますと、財政破綻になった年に岩見沢校の

当時の副学長さんとお会いをして、ぜひ大学のいろ

いろな機能を夕張に支援いただけないかということ

でお願いして、今、いろいろ話し合いした経過があ

ります。 

 その経過の中では、協定という形でやると、どう

してもこのこと、このことということで限定されて

しまうので、緩い形でやっていきましょうというこ

とで、この8年間にわたって教育行政執行方針の中

にも書いてあるかと思いますけれども、教育大岩見

沢さんとの連携については、こちらはお願いしたい
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ときにはお願いをして、生徒さん出していただくこ

ともありましたし、先ほど言ったような夏のキャン

プに夕張の子どもが参加してもらったり、こういっ

たような経過があります。 

 しかしながら、環境教育そのものにかかわって全

体としてどうするのかということで考えれば、やは

りさっき言った私どもとしては学校の教育活動の中

によき連携を図るということで、情報の共有という

のは必要だろうということでありますので、これら

については私ども連携管理持っておりますので、そ

ういった中で情報共有というのは、できるかなとい

うふうに思っているところです。 

●議長 高橋一太君  よろしいですか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  今、教育長のほうから、夕張の環

境教育にかかわって、また8年前からの教育大学岩

見沢校の連携の話もお伺いしました。 

 今回の質問は、子ども・子育て、教育に絞りまし

て、子育て世代が安心して住み続けたいと思うまち

づくり、ほかのまちからも夕張に住みたいと思って

転入してくるような、そういうまちに何とかできな

いかということを考えて質問をまとめたところです。 

 今、全国の中でもまちづくりの中で、教育のブラ

ンド化による定住の促進ということが始まっており

ます。今、教育長のお話を伺いました。こういう話

はなかなか、常任委員会などの中でもお話聞くこと

ができなかったなと思って、今回は非常にいいお話

を伺えたというふうに思います。 

 これからの部分、いろいろなやり方、方向性があ

るというふうに思うのですが、よりよい方向でどう

いったことが本当に一番いいのかということをさら

に行政と議会と一体となって、本当に夕張のいいま

ちづくりということに向かっていけたらというふう

に思います。今後の夕張再生のまちづくりに期待を

込めまして、質問を終わります。 

 ありがとうございました。 

●議長 高橋一太君  以上で、熊谷議員の質問を

終わります。 

 次に、島田議員の質問を許します。 

 島田議員。 

●島田達彦君（登壇）  通告に従い、一般質問を

行います。 

 コンパクトシティについて、1件、3点をご質問を

いたします。 

 1 点目は、市営住宅再編事業（Ⅱ期計画）につい

てお伺いいたします。 

 市営住宅再編（Ⅱ期計画）については、ことし 8

月に行われました国・北海道との三者協議において

合意したという報告を9月に開催された行政常任委

員会、また9月広報での市民周知が行われたところ

でございます。 

 再編事業Ⅱ期計画は、平成28年から32年までの

5カ年で、事業費26億900万円と説明されておりま

す。当初のⅡ期計画では、住宅の建設は宮前南清水

沢地区で年間10戸、計50戸、解体が年間50戸、計

250 戸となっておりますが、近年の建築資材の高騰

などをお聞きしておりますが、当該Ⅱ期計画の建設

場所、建設時期等の具体的内容についてお伺いいた

します。 

 続きまして、夕張市まちづくりマスタープランで

の夕張市営住宅等長寿命化計画の位置づけについて

お伺いいたします。 

 現在、行われている住宅再編事業Ⅰ期計画は、平

成23年3月に策定された夕張市営住宅等長寿命化計

画に沿って着実に実施されていると認識しておりま

す。将来の都市拠点として位置づける清水沢地区の

再編の具体案については、長寿命化計画において再

編方針の素案が提示されておりますが、平成24年3

月に策定された夕張市まちづくりマスタープランに

は、福祉医療施設、商業施設、子育て施設、教育拠

点施設といった生活利便施設の誘導を図り、都市機

能が集積した新たな都市拠点を形成しますとうたわ

れておりますが、具体案は示されておりません。 

 今後、公共施設の再編に向けた検討など、具体案

の作成に向けては解決すべきさまざまな課題がある

と考えますが、住宅再編Ⅱ期計画の三者協議の合意
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を受けて、新たな公営住宅の建設など将来の都市拠

点の具体的な姿が見えつつある現状を踏まえますと、

都市拠点の全体案を市民に示すべき時期にあると考

えております。 

 将来の清水沢地区の都市拠点の具体案の作成に向

けた今後の手続及びスケジュールについて、市長の

お考えをお伺いいたします。 

 最後に、市営住宅再編事業と夕張市地域活性化モ

デルケースとの関連についてご質問いたします。 

 本年6月に開催された第2回定例市議会において、

モデルケースについて、厚谷議員が夕張市の提案内

容など3点について質問をし、ご答弁をいただいた

ところでございます。 

 本年7月に、地域活性化モデルケースの関係省庁

のメンバーとの合同コンサルティングが実施された

ところでございますが、その際、市営住宅の再編事

業に関連した協議も行われたとのことでありますが、

具体的にどのような協議を行ったのか、また、この

モデルケースを活用して今後どのように住宅再編事

業を進めようと考えているのか、市長のお考えをお

伺いいたします。 

 以上、3 点についてご答弁よろしくお願いいたし

ます。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君（登壇）  島田議員の市営住

宅再編事業について、ご質問にお答えをいたします。 

 平成26年度は、住宅再編事業Ⅱ期計画などコンパ

クトシティ構築に不可欠な事業を実施するため、現

行の財政再生計画の大きな見直しを求めていくこと

が必要であり、将来の夕張の再生の取り組みを左右

する重要な年と位置づけ、今年度、三者協議におい

て協議を行い、合意が得られたところであります。 

 市営住宅再編事業Ⅱ期計画の事業期間は、平成28

年度から平成32年度までの5カ年となっております。

その内容については、建てかえについては今年度か

ら宮前地区の建てかえに着手しますが、同地区の対

象区域の入居者の住みかえに対する意向に基づき、

全体で63戸の建てかえを予定しております。 

 Ⅰ期計画中において30戸建設予定ですので、Ⅱ期

計画期間中では残りの 33 の建てかえを行うことに

ついて合意が得られました。 

 また、除却戸数については、建てかえのために計

画的な除却が必要となる優先度の高い165戸を除却

していくことで、合意を得たところであります。 

 そのほか、一体的に整備が必要となる建てかえ団

地の周辺市道整備や既存住宅の長寿命化に資する改

善事業、移転補償費を含め労務単価、資材単価、消

費税率のアップに伴う影響を見込みながら試算した

結果、事業の総額は26億900万円見込んだところで

あります。 

 次に、夕張市まちづくりマスタープランでの夕張

市営住宅等長寿命化計画の位置づけについてであり

ます。 

 夕張市まちづくりマスタープランは、都市計画に

かかわる分野についての基本的な方針を定めたもの

と位置づけており、ご指摘の市営住宅等長寿命化計

画はマスタープランで示した基本方針に沿った市営

住宅等の分野別計画として位置づけられるものであ

ります。 

 ご指摘の清水沢地区への都市拠点の整備に関して

は、市営住宅についてはこの夕張市営住宅等長寿命

化計画に基づき、これまで住宅の新規団地建設や移

転完了後の住宅除却工事をほぼ計画どおり進めてき

たところであり、将来の都市拠点の姿が徐々にであ

りますけれども、形づくられつつあるというところ

であります。 

 一方、その他の必要な機能として期待される福祉

医療施設、商業施設、子育て施設、交流拠点施設な

どの生活利便施設については、具体的な整備方針が

位置づけられていないところであります。 

 そもそもマスタープランは、基本的に財政再生計

画に位置づけられている事業を位置づけることとし

ていることから、具体的な整備方針を位置づけるた

めには、本市に必要な施設は何か、既存施設との関

係をどのように考えるのか、施設整備に必要な財源

の裏づけはあるのかなどの整備が不可欠であります。 
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 このことは、財政再生計画本文において、市中心

部への将来的な公共施設の集約により都市機能を充

実するとともに、住宅再編事業を進めることでコン

パクトで効率的なまちづくりを目指すとされている

こととも整合するものであります。 

 これらを踏まえ、私は、今年度の市政執行方針に

おいて、市営施設のあり方については人口減少の進

展やコンパクトシティの構築に向けた取り組みを踏

まえ、具体的な方針を打ち出していくことが必要と

した上で、まずは平成26年度は市民の皆様に対し、

施設維持などの将来負担をお願いする施設として、

維持をしていくかどうか等につき仕分けを行うこと

としたところです。 

 さらに、都市機能の集約においては現有施設の取

り扱いのほか、現時点において足りないとされる機

能、例えば子育て関連施設などでございますけれど

も、についても将来において市が享受するサービス

として、どのようなものがあるのかなどについても

十分な精査が必要であると考えております。 

 この点については、庁内で若手職員による横断的

なワーキンググループにおける議論をもとに、既存

施設の現状把握、そして将来にわたり財政負担が少

なく、集客効果の高い施設の複合化や子どもたちや

高齢者が利用しやすい施設のあり方について検討を

重ねており、清水沢地区の都市機能の具体案の策定

に向けた素案づくりに取り組んでいるところです。 

 まずは、都市拠点に必要な機能の洗い出しを進め、

来年度以降、市有施設のあり方の検討も踏まえつつ、

具体の整備方針のイメージを市民や議会の皆様方に

お示しをし、成案を得てまいりたいと考えておりま

す。 

 また、商業施設の誘致については、性質上一定の

期間を要することや出店を希望するタイミングが行

政が主導することが困難である等を勘案し、現在、

先行している住宅再編とセットでスピード感を持っ

た対応が必要であると認識をしておりまして、その

ため今回、南清水沢3丁目の児童遊園の廃止条例を

提案をさせていただいているところであります。 

 なお、具体の施設整備などの事業実施に当たって

は、財源の確保はもちろん、事業を進める人の確保

も不可欠であります。財政再生団体として、財源の

確保は非常にハードルが高い課題でありますが、地

域活性化モデルケースの選定を契機として、実現に

向けた取り組みを加速してまいりたいと考えており

ます。 

 また、本市の最重要課題でもあります行政執行体

制の確保に関する人の確保についても、国の人材確

保に関する制度なども積極的に活用しながら、事業

の実現に向けた準備を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

 最後に、市営住宅再編事業と夕張市地域活性化モ

デルケースの関連についてであります。 

 ご指摘のございました総合コンサルティングにつ

きましては、去る7月18日本市において、内閣官房

を初めとして、国土交通省、経済産業省の課長級が

来夕をして、実施をされたところであります。 

 この総合コンサルティングにおいては、住宅、交

通などの本市の重要施策のほか、ＣＢＭの地下資源

活用や歴史文化施設である石炭博物館の改修等につ

いて、市が現状の課題や目指すべき方向性について

提案をし、関係省庁からは国庫補助制度との活用な

ども助言をいただきつつ、政策実現に向けた意見交

換を行ったところであります。 

 このうち住環境整備の分野においては、現在進め

ている市営住宅再編事業を説明するとともに、進め

る上で課題となっている部分について、制度改正な

どの要望を含め、協議、意見交換をしたところであ

ります。 

 具体的な協議については、モデルケース期間5カ

年で実施する住環境整備において、現在進めている

公営住宅の建設事業などのさらなる加速や民間資本

による住宅の供給などを進める観点から、制度改正

として既存制度の補助率の上乗せ、既存制度要件の

緩和などについて要望をしたところであります。 

 国からは、このモデルケースの取り組みを通して、

積極的に本市の住宅再編事業を初めとするコンパク
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トシティの実現に向けた取り組みを支援をしていく

という旨の回答が得られたところであります。 

 また、国土交通省からは、重点調査事業で夕張市

将来に向けた具体的な手法等について検討を行って

いきたいと、前向きな提案もいただいたところであ

り、今後、本市が目指す市営住宅再編事業が、さら

に加速していけるよう鋭意取り組んでまいりたいと

考えているところであります。 

 以上です。 

●議長 高橋一太君  島田議員、再質問ございま

すか。 

 どうぞ。 

●島田達彦君  ご答弁ありがとうございました。 

 1点目のⅡ期計画ですね、当初50戸でありました

が、予算上、建築資材も高くなっております。5 年

間で33戸ということをお聞きしました。今年から宮

前地区、27年にも、宮前20戸、建設ということで、

宮前地区の事業がⅠ期計画で始まってまいります。

それに次いで、宮前地区をⅡ期計画では重点路線、

宮前地区を完成させるということの理解でよろしい

でしょうか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  島田議員の再質問にお答え

をいたします。 

 先ほど、答弁をさせていただいたとおり、63戸の

内訳としてはⅠ期計画30戸、Ⅱ期計画で33戸につ

いては宮前の部分で考えております。 

●議長 高橋一太君  島田議員。 

●島田達彦君  2 点目のコンパクトシティに向け

た拠点づくりについてお伺いいたします。 

 やはり拠点といってもこれまでの既存施設、いろ

いろ集会所、幼稚園、そういったさまざまな施設が

あるのは承知しております。そういったものの維持

するもの、統合するもの、そういったものの整理を

してから、新たな拠点、財政再建ということもざい

ます。財源ないということも承知しております。そ

ういったさまざまな公共施設の統廃合の末に、こう

いった拠点の場所、建物ができるのだよというご説

明だったと思っております。 

 こういった26年が、まず市民に維持管理をできる

のか、今後の対策を投げていくとお聞きしました。

子育て関連には、庁内議論、複合化の素案づくり、

この素案づくりをいつごろまでにまとめられようと

しているのか。全体として27年度以降に、全体素案

ができるというご答弁でよろしかったでしょうか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  島田議員の再質問にお答え

をいたします。 

 今、ご確認いただいたとおりでございますけれど

も、まずは執行方針でもお話をしていますけれども、

そういう市有施設のあり方について、26年度、現年

度でありますけれども、そういった仕分けを行わさ

せていただきたい。 

 また、今、庁内若手で横断的なワーキンググルー

プつくっていますので、そこの部分で都市機能の具

体案の策定に向けた素案づくりということを進めて

おりまして、島田議員がご指摘の部分のイメージと

いう部分につきましては、先ほどの答弁とも重なり

ますが、来年度以降そういったものを目指してやっ

ていきたいというスケジュールで考えているという

ことです。 

●議長 高橋一太君  島田議員。 

●島田達彦君  私もⅡ期計画の合意を受けて、合

意を受けてすぐ、早急でこの拠点がどうなるのだと

いうのは、やはり気が早いと自分でも思っているの

ですよね。ですが、やっぱり市民全体としては今、

行っている清水沢地区がどのように変わっていくの

か、どういった拠点になるのかというのは、やはり

市民全体の関心事と思っておりますので、早期の実

現に向けて努力をお願いしたいと思っています。 

 あと、3 点目は地域活性化のモデルケースについ

てお伺いいたします。 

 まず、本年の三者協議の中でも、地域活性化モデ

ルケースの内容の一部議論されたのかなという認識

でおるのですが、市長の目指すモデルケース、市営

住宅の再編Ⅱ期計画、Ⅲ期計画の合意を受ければ市
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営住宅の再編、モデル事業が進んだという考え方に

なるのですか。または、個人住宅をお持ちの方で高

齢化して、今、住んでいる家はもう2階は要らない

よ、私たちは平家に移りたいよ。そういった高齢し

た方の拠点を、またコンパクトなところに呼び込め

る施策も改めて要望していくのか、そういったとこ

ろを市長、どうお考えでしょうか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  島田議員の再質問にお答え

をいたします。 

 モデルケースの部分については、住宅再編事業が

目に見えた動きとしてございますので、特に国土交

通省の住宅の課長もいらっしゃっていた部分がある

ので、そこはそういう住宅のお話になったというこ

とをお話ししたわけですけれども、住宅だけではな

くて交通だとか、またはまち全体のコンパクト化と

いうことでの夕張の取り組みというのは、実は既に

そういった計画をつくっているところもないもので

すから、ある意味のモデル性を帯びておりまして、

そんな中で今、島田議員もお話ありましたけれども、

市営住宅以外にでは住宅どうしていくのよというこ

とも、今後は当然いろいろ検討していかなければい

けないわけではありますけれども、そういったまち

丸ごとでのそういった形をやったところが余りない

ものですから、そういった意味でもいろいろ積極的

に意見交換をしながら、国の制度が活用できるもの

はどんどん活用して、それを進めていくということ

のツールとして、このモデルケースを使っていこう

と。 

 三者協議の協議結果のところにも書いてあるので

すけれども、このモデルケース採択という部分のメ

リットを最大限活用しようではないかということに

ついては、財政再建を担当する総務省からも合意い

ただきましたので、ぜひそういう前向きな動きにつ

なげていきたいなと思います。 

●議長 高橋一太君  島田議員。 

●島田達彦君  今まで、本市が取り組んできた個

人の中古住宅の情報をホームページに載せるだとか、

そういった成果もあって現役世代が中古住宅を買っ

て改築し、住んでいる、そういった小さい種を今ま

でまいてきたと思うのですよね。それによって、初

めての不動産業者の進出もあったと聞いております。 

 また、昨年度は応募がありませんでしたが、民間

賃貸住宅の建設、本年度は24戸でしたか、行われる

と伺っております。着実にそういった今までまいて

きた種が大きくなろうとしていると、私は思ってお

ります。こういったモデルケースの活用を通じて、

今後、さらなる発展を願いたいと思っております。 

●議長 高橋一太君  これはいいですか。 

 そのほかよろしいですか。 

●島田達彦君  以上です。ご答弁ありがとうござ

いました。 

●議長 高橋一太君  以上で、島田議員の質問を

終わります。 

 厚谷議員の質問並びに各議案の案件等につきまし

ては、午後からといたしまして、午後1時まで昼食

休憩といたします。 

――――――――――――――――――――――― 

    午前１１時５４分 休憩 

    午後 １時００分 再開 

―――――――――――――――――――――――  

●議長 高橋一太君  休憩前に引き続き、会議を

再開いたします。 

 それでは、次に、厚谷議員の質問を許します。 

 厚谷議員。 

●厚谷 司君（登壇）  厚谷司でございます。通

告に従いまして、2点、4件の質問を行わせていただ

きます。 

 まず1点目につきましては、人口減少化における

コミュニティ再構築のための取り組みについてでご

ざいますが、現在、夕張市は夕張市まちづくりマス

タープランに基づき、都市機能の整備、住宅再編、

区域内集約などを進めようとしているところでござ

います。最大人口が約12万人を数えた夕張市が、現

在は9,600人台となってもなお鹿島地区を除いては、

従来の行政区域を今日まで維持してきており、この
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ことは産炭地特有の課題であると受けとめていると

ころでもございます。 

 あわせて各地域には独自の自治活動、文化活動な

ども残されており、将来のまちづくりに当たっては、

これらの活動をどう継承していくのかなども大きな

課題になるものと受けとめているところでございま

す。 

 現在、地域コミュニティの維持は町内会などの地

域の自治組織を中心とし、地域みずからの努力によ

って行われているのが現状でありますが、高齢化の

進展や担い手不足など、地域を取り巻く環境は厳し

さを増してきているというふうに思っているところ

でございます。 

 こうした地域の自助努力はありつつも、さきに述

べましたような今後マスタープランを円滑に進めて

いくためには、自助の限界も見えつつある状況であ

るように感じますが、市の担い手として期待される

これからの世代への移行促進策など、支援について

基本的な考えがないものかどうか、お尋ねをいたし

ます。 

 また、かつて平成18年度までは市連絡所があり、

各地域の中で大きな役割を果たしてきたところでご

ざいます。財政再生計画策定により連絡所は廃止と

なりましたが、私としては連絡所の廃止も結果的に

は地域コミュニティの衰退を促す要因になってしま

ったのではないかというふうに感じるところでもご

ざいます。 

 当然、市民の代表として私たち議員も、連絡所な

きあとの地域のさまざまな対応については、その役

割を担っていかなければならないことは十分承知を

しておりますが、今般、市においても今後、再任用

職員の活用方策としての検討などもできないものか

お尋ねをいたします。 

 また、報道によりますと、先般、京都府では自分

の仕事を持ちながら、公務員としても働いてもらう

非常勤嘱託の府職員、公共員を配置することとし、

現在、公募が行われているとのことでございます。

これは、府としての取り組みであり、制度が参考に

なるものとは考えにくいわけでございますが、地域

コミュニティーの維持については、公・民という縦

割りの関係で解決策を見出すのではなく、相互が連

携し、課題の解決に取り組むべきと考えるところで

ございます。その点においては、京都府の取り組み

は、まさしく先進事例と受けとめられるものでござ

いますが、このような取り組みも参考としながら、

検討を進めるという点について、市のご見解をお尋

ねいたします。 

 このような状況にあって、夕張市の各地域に根差

した自治活動や文化を継承しつつも、人口減少を見

据えた夕張市のまちづくりに向けた住民自治の活性

化、新たなまちづくりに対応するという意味合いに

おいては、再構築という言い方にもなろうかと思い

ます。市長のご見解をお尋ねいたします。 

 次に、将来に向けた行政執行体制の確立について

お尋ねをいたします。 

 平成25年第4回定例市議会でも確認させていただ

いておりますが、さきに国・北海道及び夕張市の三

者協議が行われましたので、改めてお伺いをいたし

ます。 

 昨日の大山議員への答弁でも、行政執行体制につ

いては根本的な問題解決に至っていない、大きく横

たわる問題であるとの答弁をされておりますが、職

員が心底意欲を持ち業務を遂行できる環境に、一刻

も早く近づけることが課題だというふうに受けとめ

ているところでございます。行政執行体制、職員の

待遇改善については、継続的に協議をしていくこと

となっておりましたけれども、平成26年度三者協議

においては、事務レベルではどのような協議、結果

が導かれたのかについてお尋ねをいたします。 

 次に、行政執行体制の確立については、その職務

がどう残された職員に引き継がれるのかという点が

大きな課題になってこようと思います。平成26年度

以降、管理職の定年退職の状況についてお示しをい

ただきたいと思います。 

 財政再生計画により管理職はもとより職員数の大

幅激減により、これまでもさまざまな問題が発生し
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てきたところだと受けとめております。加えて、現

在、夕張まちづくりマスタープランを中心とした今

後の夕張のまちづくりは、非常に膨大な業務量を抱

えているというふうにも受けとめております。この

ような状況の中、現在の業務と向き合うことと同時

に、将来に向けた人材育成も必要であると考えると

ころでございますが、市長としては、この両者の達

成に向けてどのようにお考えかお尋ねをいたします。 

 また、現在の人口9,600人台、今後、さらに減少

していく状況を踏まえた小規模自治体、まちなどの

仕事の進め方を学ぶため、かつ市・まちの業務の進

め方を学ぶためにも、特に若年層職員の人事交流が

今後必要になってくるのではないかというふうに考

えますが、この点についても市長のご見解をお尋ね

いたします。 

 最後でございますが、現在、引き続き派遣職員頼

りの状況が続いてございます。職員アンケートの結

果などでも、正規職員による定数を何とか確立をし

ていただきたい、そのような要望もある中、将来に

向け安定した体制が求められるというふうに考える

ところでございます。そのような状況を踏まえ、今

年度末の帰任者の状況、その後のご対応についての

ご予定などについても、その取り組みについてのお

考え方をお伺いしたいと思います。 

 以上質問をさせていただきますので、ご答弁をよ

ろしくお願いいたします。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君（登壇）  厚谷議員のご質問

にお答えをいたします。 

 まず初めに、人口減少化におけるコミュニティ再

構築のための取り組みについてでありますが、厚谷

議員ご指摘のとおり、地域コミュニティの維持・存

続は、町内会等がその中心を担っておりますが、現

在、市が把握している町内会の数は86組織となって

おります。 

 私は、地域コミュニティの維持を図る上で、まず

コミュニケーションの場、そして生活館等の維持・

継続のため昨年、一昨年の三者協議において議論を

踏まえ、今年度より一定程度の助成をその管理者で

ある地域に行うことができたところでございます。

一方で、本施策を検討する上で、地域から聞き取り

を行ってまいりましたが、その際、地域の自治活動

の中心となる方々の高齢化、次世代の担い手不足を

懸念する声が多く、近い将来、大きな課題になるも

のと認識をしております。今後、その課題を共有す

るため、あらゆる場を活用した地域の状況把握が必

要であると考えております。 

 また、かつて、市連絡所が担っていた役割を踏ま

え、職員の地域への配置のご提案がございました。

厳しい行政執行体制にあって、地域への職員配置は

非常に困難ではありますが、ご指摘にあったように、

再任用職員の活用など今後検討すべき部分はあると

考えております。 

 また議員よりお話のありました京都府が実践して

いるまちの公共員制度について調べてみますと、ま

ちの公共員が取り組む地域課題として、少子高齢化

や人口減少、地球環境の保全、地場産業の衰退など

社会的な課題であること、解決を望む地域住民の強

いニーズが存在する課題であること、その解決が地

域全体に効果を及ぼす課題であること、複数の団体

が共同連携し、さまざまな角度から取り組まなけれ

ば解決することができない課題であること、その解

決手法が他の市町村においてもモデルとなる課題で

あること、補助金等による事業の支援だけでは解決

が困難な課題であること、市町村の解決課題を支援

する府職員、まちの仕事人がかかわるなど、地域に

おいて解決に向けての取り組みが複数年にわたり行

われている課題であることというように、極めて限

定したものとなっております。 

 また、この公共員の募集に当たっても、希望する

誰もが担えるような制度とはなっていないことがわ

かります。京都府が実践している制度は、多くの人

材があって成り立っているものと理解をしており、

この制度をそのまま本市に導入することは難しいと

考えております。 

 したがって、こうした制度について学習を深めな



平成 26 年 3定 2日目 

－41－ 

がら、地域の深刻な課題や貴重な意見を集約する中

で、市として何ができるのかを検証することから始

めていかなければならないと考えております。 

 次に、将来に向けた行政執行体制の確立について

のご質問にお答えをいたします。 

 行政執行体制の確保に関しましては、これまでも

議論を重ねてきておりますが、今後も最重要課題と

位置づけ、国や北海道と協議を継続していかなけれ

ばならないと考えております。 

 議員ご承知のとおり、財政再生計画における本市

の職員数については、人口規模が同程度の全国市町

村の中で、最も少ない職員数と記しておりますが、

地域の特殊性や今後の職員の定年退職、他自治体か

らの職員派遣を取り巻く現状を鑑みると、現在の体

制のままで今後の行政運営においてさまざまな部分

があって、困難が生じると判断せざるを得ません。 

 したがって、さきの三者協議においては、地域特

性や今後の人材育成の必要性に重点を置き、財政再

生計画に示す職員数を増員すべく協議を行ったとこ

ろであります。当面、来年度の採用職員数1名増に

関する計画変更について、おおむね合意ができたと

はいえ、それ以降の職員数の設定に当たっては、継

続協議となったところであります。こうした協議を

継続して重ねてきている中で、体制確保と人材育成

の重要性やそれを支える職員給与改善の必要性につ

いては、三者間において共有化が図られてきている

ものと認識をしておりますが、課題の着実な解決に

向けて今後強く、さらに訴えていかなければならな

いと考えています。 

 次に、派遣職員を除く市管理職の定年退職者数で

すが、本年度から平成31年度末までの6年間におい

て、主幹職5名、課長職8名の計13名、さらに平成

32 年度から平成 37 年度末の 6 年間においては、主

幹職2名、課長職5名の計7名となっており、今後

12 年間における管理職の定年退職者数は、総勢 20

名の予定であります。 

 また、消防職についても平成 33 年度 2 名、平成

35 年度 3名、平成36年度 1名が、定年退職を迎え

ることとなっております。 

 行政職における管理職総体を見ますと、主幹職12

名のうち7名、課長職にあっては13名の全てが今後

12年間において退職となりますし、消防職について

も平成33年度以降4年間で、全ての課長職が退職を

します。平成18年度末の職員の大量退職によって、

職員の年齢構成がかなりいびつなものとなってしま

ったことは否定できませんが、今後の行政運営やそ

の推進力となる組織体制の構築を考えると、今から

5年後、あるいは10年後を見据え、ビジョンと計画

性をもって対処していかなければならないことは言

うまでもありません。 

 議員ご指摘のとおり、今後はまちづくりに関する 

膨大な業務を処理しつつ、将来に備えた人材育成に

取り組んでいくためには、抜本的な体制の見直しと

計画の変更がどうしても必要となってまいりますが、

一方で財政の再建の根本部分の修正に伴う影響度や

その財源対策など、現実的な問題が大きく立ちはだ

かっていることも事実です。 

 このように非常に悩ましい問題でありますが、こ

の解決に向けて真摯に国や北海道と協議を重ねてい

かなければなりません。 

 なお、議員より、人材育成に関し、他自治体との

人事交流のご提案がございました。その必要性は十

分認識をしつつ、まずは本来の体制確保を優先的に

取り組んでまいりたいと考えており、ご理解をいた

だけたらと思います。 

 次に、派遣職員の帰任に関する部分ですが、本年

度末において北海道職員14名のうち7名、東京都職

員2名のうち1名、その他自治体職員5名のうち4 

名、総勢21名のうち半数以上の12名がそれぞれ帰

任する予定であります。 

 帰任に伴う派遣職員の要請は、今後の作業となり

ますが、道内外問わず他自治体の状況も厳しさを増

している中で、本市への職員派遣は、年々困難を増

していることを実感しております。 

 先ほど申し上げましたおり、この先12年間におい

て管理職の大多数が定年退職を迎える現実を踏まえ、
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将来に向けた体制確保と若年中堅層の育成が、まさ

に喫緊の課題であります。当面の行政運営を派遣職

員に頼らざるを得ない現実を直視しつつも、将来へ

の備えを今から行わなければ、本市の行政運営はい

よいよ立ち行かなくなることが懸念されることから、

しっかりと国と北海道と協議を重ね、早期に解決を

図れるように全力を挙げて取り組んでまいりたいと

考えております。 

 以上です。 

●議長 高橋一太君  厚谷議員、再質問。 

 どうぞ。 

●厚谷 司君  それでは、ただいまご答弁をいた

だきまして、まず最初のコミュニティの再構築の関

係で再質問をさせていただきたいと思います。 

 今回、質問でこの件を取り上げましたのは、きょ

う午前中の質問の中にも一部含まれてございました

が、夕張市まちづくりマスタープラン、これに基づ

いて今後の人口減少を見据えてまちづくりを進めて

いく中にあっては、財源の問題やら財政再生計画と

の整合性の問題もあって、随時具体的にまだその全

貌が出てきているという状況ではありませんが、そ

の中で今後将来に向けて、それぞれの地域に根差し

てきた住民自治や文化そういったものを、人口減少

に合わせてどう集約をしていくかという課題に、向

き合わなければならないときが来ると思うのですね。

そこに向けての今回の質問ということでございまし

た。 

 それで再質問をさせていただきますけれども、特

に連絡所長とは言いませんが、職員の配置の部分で

すね。これはきのう、きょうのご答弁の中にもその

体制については、非常に厳しいという状況について

は答弁をいただいておりましたし、伺っていたとこ

ろでございますが、実際、いろいろ行政として業務

を進めている中で市長が就任されたときというのは、

既に連絡所というのはなかったと思うのですけれど

も、そのような地域といわゆる市役所、行政との距

離感といいましょうか、そういうところについて何

かお感じになるところは、この間ございましたでし

ょうか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  厚谷議員の再質問にお答え

をいたします。 

 連絡所廃止は、私が就任したときに、そういう状

況になっていたということはございますけれども、

確かにそういった機能が失われた中で、北側にある

市役所までの距離感もございますし、なかなか頻繁

にそういった行政と何というのですか、直接、顔と

顔を見る中でのという部分の厳しさというのは確か

に出てきているとは思いますけれども、一方で、本

当に限られた職員の数ではございますけれども、課

題ごとの出前の講座ですとか、また、私自身の各地

域に行く頻度だとか、そういったもので補完もしつ

つ体制構築ということは進めてきた部分がございま

す。 

 確かに、かつての連絡所機能という意味からすれ

ば、それを完全に満たすような形で現体制において

できているかと言われると、厳しい現状があるかと

思いますが、そういった認識で現在おります。 

●議長 高橋一太君  厚谷議員。 

●厚谷 司君  わかりました。 

 それで、先ほど1回目のご答弁をいただいたとき

に、今後、これ検討されていく中でまたいろいろと

方向づけの問題があるでしょうけれども、少なくと

も今、高齢化が進んできている中で、各地域でどう

いう方がその取りまとめをしていくか、行政の情報

を例えばホームページや広報のみということではな

くて、それを十分かみ砕いて伝えていけるかという

のは、これは私たち議員の仕事でもありますが、一

方では行政職員が今まで果たしてきたという歴史経

過もございますので、それが今後また生かされてい

くというか、その必要が出てくるように感じている

わけです。 

 ですので、これは要望になりますけれども、先ほ

ど答弁をいただいた今後、再任用職員の活用方策と

してもそういったものができないのかどうか、ぜひ

ご検討をいただきたいという要望をさせていただき
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たいと思います。 

 続けてよろしいですか。 

●議長 高橋一太君  どうぞ。 

●厚谷 司君  それで、1 問目と若干関係してき

ている部分もあるのですけれども、行政執行体制の

再質問をさせていただきます。 

 答弁を聞きますと、非常に今後厳しい環境に置か

れるということを再認識をしました。質問を準備す

るに当たって、私のほうも担当課のほうからいろい

ろお話をお伺いする中で今後の職員退職、特に管理

職がどうなっているのかということも確認させてい

ただいたのですが、その点については再質問の中で

させていただきたいと思っておりますが、まず第 1

点目として、市長の答弁の中にも引き続き国・道と

協議をしていくということで、先ほどから何回かそ

ういうお話がございましたが、まず1点目でござい

ますけれども、市が求める体制づくりのスピード感

について、国・北海道はそのあたりについても、理

解していただいているのかというふうに市長はお考

えでしょうか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  厚谷議員の再質問にお答え

をいたします。 

 三者協議を初めといたします国・北海道と協議を

する場では、行政執行体制の確保については、繰り

返し訴えてきている部分がございます。ですから、

そういった体制の確保や人材育成の問題、または給

与改善の問題等々については、先ほど答弁をさせて

いただきましたが、認識はされてきているものの、

今回の人数という時限ではなくて職層において、そ

の管理職がほぼ 12 年間の中で大幅に退職を迫られ

るような状況という危機感の部分については、正し

くしっかりと認識を伝えきれているかといったら、

不十分な部分があるかと思いますので、そこはしっ

かりスピード感をともに共有するという意味での訴

えが、より必要だなという認識を持っています。 

●議長 高橋一太君  厚谷議員。 

●厚谷 司君  そうですね。それで今回のこの質

問をさせていただいたのも、向き合っている現状は

非常に今厳しくて、これについていつ対応するのか

というところが、極めて大きい問題だろうというふ

うに考えているところでございます。 

 それでもう1点お尋ねをいたしますが、先ほど私

は人事交流のお話をさせていただいたところでござ

います。それで後ほど、関連してもう1点お話しし

たいことがあるのですが、実はこの人事交流の話も

私がそう思ったということではなくて、職場の中で

職員の方から聞いたお話なのですよ。そういうこと

からすると、当然、夕張市は財政再生団体ですし、

その計画に基づいてすべからく遂行していかなけれ

ばならない、当然、財源の問題も出てくる。安易に

事業をやるだとか、人をふやすだとかということは

簡単に言えないという状況はわかりつつも、今、い

わゆる建物の中で職員の皆さんが現状について考え

るような場面、多々あると思うのですが、例えば、

こういうものについて幹部の皆さんが平場でお話を

する機会なんていうのは、ある程度確保されている

ものかどうかということについてはいかがでしょう

か。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  厚谷議員の再質問にお答え

をいたします。 

 人材交流の話だとか、どうやって人材有効活用し

ていくかということを管理職と若いメンバーとで、

お話をする機会があるかという再質問ということで

よろしいかと思うのですけれども、そういった今い

わゆる各組織内において、何々課何々課ということ

でそういった問題認識を共有するということは、ふ

だんの活動でやっているわけですけれども、今、本

日も答弁させていただいたワーキンググループの中

で、いろいろな各課関係なく議論をしているわけで

すけれども、そういった中でどうやって限られた人

数の中で多くの仕事をこなしていくかということに

関する意見交換の場というのは、初めてそういう動

きが出てきた部分はありますが、ただ、そこには若

い世代を中心に意見交換をしていくという場になり
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ますので、うまくそこで議論されていることをしっ

かりと、管理職も早い段階で把握をしながらやって

いくということが求められるのかなというふうに思

っております。 

 ただ、その中で具体的に人材交流のお話が出てい

るかどうかというのは、今現時点でちょっと確認で

きる資料もございませんけれども、私個人としては、

私自身も東京都からこちらへ来まして、非常に多く

の刺激を受けましたし、人材交流の必要性というの

は非常に強く感じています。また、それが長期がい

いのか短期がいいのかというお話があるかもしれま

せんが、基本的に長期の場合は1年、こちらから他

自治体に行って、また他自治体から来ていただくと

いう形か、もしくは来ないでこちらから一方的に行

くということになると、先ほどの行政執行体制の話

とも強く関連性が出てきてしまう部分があります。 

 今、人材育成の部分につきましては、これは今ま

でやってなかった部分が本当に申しわけなかった部

分であるのですけれども、職員全員はまだ難しいの

ですが、そういった先進地域に学びに行くだとかそ

ういうことだとか、できることから少しずつ始めて

いる現状もありますので、そういうこともやりなが

ら、まずは根本的な行政執行体制の確立と確保とい

うところをしっかり取り組ませていただきたいとい

うふうに思っています。 

●議長 高橋一太君  厚谷議員。 

●厚谷 司君  そうですね。今、市長のほうから

も答弁ありましたとおり、当面、管理職の方が退職

の問題も実は大きな問題なのですが、それと合わせ

てその後の体制がどうなっていくかというのは、非

常に危惧されるところなのですね。 

 一応、状況をお伺いしました。担当課のほうにで

ございますけれども、そうしますと、現在、主査職

の平均年齢が47歳、その中でも一番若い方が38歳、

主事以下になりますが、平均年齢が34歳で一番若い

方が18歳ということですから、先ほど説明がありま

した例えば課長職の方、それから主幹職の方が退職

されるということになると、当然、主査、あるいは

主事というところからどんどん人材を登用していか

なければならないということになると思うのですけ

れども、それをしますと、先ほど答弁の中にありま

したけれども、財政再建団体になって以降いわゆる

職員の大量退職があって、相当職員の年齢も構成も

いびつになってきている、確かにそのとおりだと思

うのですよ。 

 例えば、主査の平均と主事の平均で年齢差が 13

歳、一番若い方の38歳と18歳を比べると、20の差

があるという状況ですよね、こういう状況を今から

いろいろな角度から対応していく必要があるという

ふうに考えるところでございます。この点について

は、先ほどご答弁いただきましたけれども、こうい

う状況の打開について、いま一度、市長のほうから

お考えがあれば示していただきたいというふうに思

います。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  厚谷議員の再質問にお答え

をいたします。 

 一斉退職がございまして、本当に多くの管理職が

一斉に退職、退職以外にも退職されましたけれども、

そんな中、管理職経験もない皆様も含めて、今のポ

ストに破綻以降なったと。さらには部制廃して課制

にしたことによって、課長に早く役がついた方は、

ずっと退職まで勤めていただく形になるということ

での世代交代のうまい流れというのを、なかなか体

制上とりづらい。さらには新規採用の抑制、または

さまざまな職員給与の問題を初め多くの問題がある

中で、退職という判断をされた職員もいます。 

 そういう状況の中で、財政破綻以降の複数年にわ

たって、本当にぎりぎりの中で体制を維持してきた

わけでございますけれども、今まで人数で計画を上

回るような職員採用等々、または計画の範囲内にお

ける処遇改善を図ってきたわけですけれども、この

ような将来、5年、10年、先ほど言った12年のスパ

ンで行政執行体制を見つめたときに、そこを再生計

画の中において、この状況が打破できるような状況

にないということは、もう明らかになっているとい
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うふうに思っております。 

 ですので、こういった危機的状況というのをより

スピード感を持って国や北海道に伝えながら、何と

か皆さんが安心できる、市民の皆さんも安心して行

政サービスを受けていただける環境というのを早期

に、全力挙げてつくっていきたいというふうに思っ

ています。 

●議長 高橋一太君  厚谷議員。 

●厚谷 司君  そうですね、そのとおりだという

ふうに思います。 

それで、今回、行政執行体制の質問をさせていた

だく、私が議員になってからほぼ毎年1回は恐らく

させていただいているのではないかと思うわけです

が、先ほども市長のほうから答弁がありました平成

26年度から31年度まで、主幹職が5名、課長職が8

名。これだけですと、市民の方もいらっしゃいます

ので、漠然としている部分があるとは思うのですけ

れども、例えばその中でいけば、南支所長、それか

ら来年度には財務課長、上下水道技術担当課長、市

民課の主幹、28年度末では出納室長、建設課長、上

下水道課長、財務課の主幹というふうに続いて、例

えば29年度には建設、産業のそれぞれの主幹がお一

人ずつ、そしてその6年目である31年度ということ

になりますと、保健福祉課長、建設課長、都市計画

担当課長だと思いますが、それから産業課長と、こ

ういうふうに状況続いていくわけですよね。そうす

ると、出席されている参与さんの席を見ると、どん

どん人がかわっていくということが目の前に迫って

いるというふうに思います。 

 そこで私がお尋ねしたいことは、市長の答弁の中

にも国・道ともこれまでも協議はしてきたし、これ

からもやっていくということでございましたけれど

も、やはり私どもも任期残すところあとわずか、そ

れは市長にも同じことが言えるわけでございます。

そういう状況の中で、今後、この問題がどういう方

向に進んでいくのかという意味では、一定の足がか

りを年内に、年度内ではなくて年内につけていく必

要があるのではないか。 

 ですから、足がかりというのは、方向を出すとい

うのは、夕張の置かれた状況からは非常に厳しいと

思います。ただ、その厳しいということで十分な議

論をしないでおいてしまうと、それは将来また夕張

市の体制上のツケが回ってくる可能性もあるという

意味では、きのうも質問されていた議員の方がいら

っしゃいましたが、例えばこれは一つの例としてで

すけれども、この年内、残された 10 月、11 月、12

月ぐらいをめどに政治レベルという意味で、市長が、

きょうここで討論したようなことをしっかり北海道

や国にお伝えして、その段階で結果は当然出ないと

思いますが、やはりこの現状を改めて伝える必要が

あるというふうに思うのですが、その辺について、

市長のご見解はいかがでしょうか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  厚谷議員の再質問にお答え

をいたします。 

 先ほどから、職員の退職の見込みを中心に議論を

させていただいているわけでございますけれども、

当然、こういった状況にさらに先ほども答弁の中で

も触れさせていただきましたけれども、地域再生の

ために多くの業務が今、降りかかってくるという状

況も見えています。三者協議においては、住宅再編

のⅡ期計画を初めとし、多くの懸案についておおむ

ね合意ということで、複数年にわたる計画変更の方

向性について合意をしたということは、これも予算

がついたから、では全てうまくいくのかといったら、

それを実際に形にしていくのが職員という状況もあ

ります。 

 例えば、住宅再編で、これは単純化した例であれ

かもしれませんが、住宅を建てるお金はあるのだけ

れども、それを建てる工事をやってくれる人がいな

ければ家は建たないですね。そういう意味において、

一定程度複数年にわたって、そういった市民生活に

直結する部分での方向性が見えたこのタイミングで、

それを実行していく行政執行体制という問題につい

て、しっかりと訴えていきたいというふうに思って

おりますし、またちょうど内閣改造ということが行
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われまして、総務大臣もかわられたという状況もご

ざいますので、ぜひそういった最重要課題について

は、政治レベルにおいてもしっかりと伝えていくと

いうことが必要であるというふうに認識をしており

ます。 

●議長 高橋一太君  厚谷議員。 

●厚谷 司君  市長の思いはわかりました。 

 そういう意味では、先ほども足がかりをつけると

いう、いわゆる残りの任期の中で、どこまで持って

いけるかというところだと思うのですね。ですから、

そのお気持ちをぜひ早い時期にいわゆる懇談といい

ますか、協議の場が設けられるように、ぜひ今後も

ご努力をお願いしたいというふうに思っております。 

 それから、体制の関係では、先ほど答弁の中でも

出てまいりましたが、職員の待遇改善の問題も合わ

せてあるところだというふうに思います。特に、待

遇改善の関係で現在の協議の状況というのは、どの

ように進んでいるのかについてお尋ねしたいと思い

ます。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  厚谷議員の再質問にお答え

をいたします。 

 先ほど、職員の数についても類似の最も少ない数

ということですけれども、職員給与についてもそう

いった再生計画上のルールにおいて、最も厳しい部

分との比較ということになっております。その範囲

の中において、どこまで見直せるのかという議論を

今まで行ってきておりまして、わずかではございま

すけれども、一定程度の期末勤勉の部分における改

善という部分について図ってきたわけでございます。 

 ですから、いわゆる計画上のルールに沿った部分

での改善というのは、ある程度もう限界に来ている

という状況がございますから、そういった根本部分

の議論ということをしていかないと、今後の見直し

というのはなかなか厳しいという状況が、現実とし

て横たわっている課題としてございます。 

 ですから、先ほどの職員の人数、また、誰がやめ

ていくのかということでの非常に危機的状況ですと

か、それを今まで複数年にわたって退職者が出てい

る状況等々を踏まえますと、人の人数と処遇という

のは一体になっていますので、そういったものをし

っかりとスピード感を持って議論をしていくという

ことが、必要な時期に来ているのかなと思っていま

す。 

●議長 高橋一太君  厚谷議員。 

●厚谷 司君  ただいま答弁いただきましたよう

な状況で、この体制の問題については、市長も共通

の認識に立っていただいているということは十分わ

かりましたので、引き続きこの状況改善に向けてご

奮闘をいただきたいと思います。 

 それでは、これで再質問最後にさせていただきた

いというふうに思いますが、前にもお話をしたこと

があるというふうに思います。 

 以前、財政再建団体だった旧赤池町をお邪魔した

とき、もう合併していましたから、福智町というこ

とでしたけれども、そのとき職員団体の委員長さん

が言っていましたが、財政再建団体になったら職場

をどう変化したかということなのですね。夕張は旧

産炭地から、今、人口減少のまちにいわゆるまちづ

くりも組み立て直していくという状況ですが、九州

の場合はなかなかそういう状況になくて、いわゆる

赤字を解消するだけに仕事をしていた。 

そういう中で何が起こったかというと、やはり職

員の士気がどんどん低下していった、これは間違い

ない事実だということなのですね。このような事態

を招かないためにもぜひ、なかなか財政再生計画だ

ったり財源問題、必ずついて回る問題で無視はでき

ませんが、そのことによっていわゆる職員の自由な

発想が押し込められることがないように、やる気を

持って働ける仕事が、まず一つは今そのような状態

になっているかどうかということと、今後、引き続

きそういう形を求めていただきたいという要望なの

でございますが、市長のほうからご見解はございま

すか。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  厚谷議員の再質問にお答え



平成 26 年 3定 2日目 

－47－ 

をいたします。 

 職員が財政再生団体という思い、そういった指定

を受けた中での自由な発想が制限されているのでは

ないかという部分については、それは少なからず残

念ながらある部分はあると思うのです。それは完全

に否定はできない、でもそんな中でどうやって市民

の皆さんのニーズに応えていくかということを本当

に、日々必死になって今やっているということは自

信を持って言えると思います。 

 ですから、そういった小さな成功例かもしれませ

んが、職員がやっているそういった方向性について

を、いかにそのアイデアを具体的に再生団体の中で

実現がしていけるようにしていくのかいうことは、

私に与えられている大きな使命でもありますし、そ

ういった意欲的な職員の思いに応えることにつなが

っていくのだと思います。 

 そういう意味では、まだまだ課題がございますし、

体制の問題だけではなくて、そういった自由な発想

という意味での、もっともっといい発想がみんな持

っているかもしれない。でも、それが残念ながら再

生団体ということで提案しても、ちょっと難しいか

なということになってしまっているのであれば、そ

れは非常に悲しいことですし、まちにとってプラス

にならないことかと思いますので、今、取り組んで

いるワーキングとか本当に第一歩だとは思いますけ

れども、そういう職場環境づくりというのをみんな

でしっかりとそういう厳しい現状というのを理解し

た上で、つくっていく意識づけというのをこれから

もやっていきたいなと思っています。 

●議長 高橋一太君  厚谷議員。 

●厚谷 司君  わかりました。 

 それでは、先ほどから私も再質問のほうでも何度

か触れさせていただきましたけれども、年が明けれ

ば恐らく新年度の予算を固めるであるとか、いろい

ろな作業が押し寄せてくるわけでございまして、き

ょうこの議場で討論させていただいたことについて

は、できることであれば年内にどこまで、やはり職

員の先頭としての市長の今後の折衝といいますか、

国とのやりとりというのが私もそこは注目させてい

ただきたいと思いますし、本当にやっていかなけれ

ばならない時期だというふうに思っております。 

 それはご答弁の中で触れていただきましたので、

今後の市長のご奮闘に期待をして、私からの質問を

以上で終わらせていただきます。 

 ありがとうございます。 

●議長 高橋一太君  以上で、厚谷議員の質問を

終わります。 

 以上で、通告されました質問は全て終了いたしま

したので、日程第 1、一般質問は、これをもって終

結をいたします。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 高橋一太君  日程第 2、議案第 9 号夕張

市児童遊園及び緑地等設置条例の一部改正について

を議題といたします。 

 理事者から提案理由の説明を求めます。 

 叶野理事。 

●理事 叶野公司君（登壇）  議案第9号夕張市

児童遊園及び緑地等設置条例の一部改正について提

案理由をご説明申し上げます。 

 本案は、夕張市まちづくりマスタープランに基づ

き、南清水沢地区における市有財産の有効活用を図

り、新しい都市拠点を構築することから、南清水沢

3 丁目児童遊園の用途を廃止するため、条例の一部

を改正しようとするものであります。 

 よろしくご審議の上、ご決定賜りますようお願い

申し上げます。 

●議長 高橋一太君  これより質疑に入りますが、

本案につきましては行政常任委員会に付託の上、慎

重に審査することにいたしておりますので、この点

をお含みの上質疑をお願いいたします。 

 角田議員。 

●角田浩晃君  ただいま議長からの説明があった

とおり、今朝一番に議会運営委員長並びに行政常任

委員会長が最終的に報告を行うという説明を受けて

おります。この児童遊園の廃止につきましては、も

ろもろの経過をたどっております。その中で、9月2
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日の行政常任委員会において、いわゆる南清水沢地

域に商業を目的とする土地を活用したいということ

の正式な報告を受けたところです。 

 それ以前に公募なり、そういう作業が進んでいた

ということをもってして、この件については慎重な

審議が必要だということが、その時点で明確になっ

たところであります。その後、8 月下旬には地元商

工会を初めとする地元の方々と商業地域が移転する

ということに、地域内移転ではありますが、住宅の

集約とともに商業地として認定をし、そこに商業施

設を集約したいという考え方を地元にも示したとこ

ろであります。 

 その中で地元の方々と、25名ほど参加されたとい

うことでありますが、いろいろな話があったと思い

ます。その中で、一度、説明したということは事実

としてありますが、今後、地元の方々とはどのよう

な対応をしていこうと考えているのか、お聞かせ願

います。 

●議長 高橋一太君  市長。 

●市長 鈴木直道君  ご質問にお答えをいたしま

す。 

 角田議員ご指摘のとおり、8 月の下旬になります

けれども、南清水沢生活館におきまして、町内会の

方、または商工会の方にご参加をいただきまして、3

丁目の児童遊園の廃止ということと、あとは地域の

中で商業ゾーンということで、そういった商業施設

を誘致することを住宅再編とともに、スピード感を

持って進めていきたいということをご説明したとこ

ろでございます。 

 その中で、さまざまなご意見が出たところでござ

います。児童遊園を廃止することに伴う代替機能を

どうしていくのかという問題であったり、または商

業施設が移動してくるかもしれないという状況の中

でのさまざまな懸念ですとか、多くのご意見が出た

ところでございます。 

 ただ、私どもとしましては27日のご説明で、ある

一定程度、我々の児童遊園の廃止と、また中心にな

ります清水沢地区における商業ゾーンの公募につい

ては、一定のご理解をいただけたのだろうという状

況のもと、本議会において廃止のご提案をさせてい

ただいたところでございます。 

 ご提案をさせていただいている中でございますの

で、ぜひご決定賜りたいというふうに思っていると

ころでございますが、今後、状況等が変わるという

ようなことであれば、当然、必要に応じて説明とい

うものについては検討をしていかなければならない

なというふうに現時点では考えております。 

●議長 高橋一太君  角田議員。 

●角田浩晃君  役所いわゆる行政のほうからの地

域説明会という中で、いろいろご意見をいただいた

と。その中で代替遊園、遊園と言わず住宅を再編し、

そして商業地の中心地としということであれば、当

然、くつろぐ場所も含めて学校も近い、今後、病院

も含めてというも考えると、やはり一定程度の公園

機能を持った場所も必要であろうというご意見をい

ただいたということだと思うのですよね。 

 その中で、やはり一定程度、ことしと言わず来年

と言わずという意味でも、いついつぐらいをめどに

この地域の中でそういう地域が必要という認識も含

めて、やはり説明すべきだというのが多くの方々の

意見であるのも間違いありません。 

 その中で、本日、提案ということでありますが、

以後のことのめどが全くない中で、やはり廃止だけ

を賛成ということにはならないですね。やはり地域

の要望も含めて言うと、まだ議論が必要だという認

識であります。 

その中で、12日に予定されている行政常任委員会

も含めて、この中身について協議することというこ

とになっておりますので、今言う今後の方針が全く

見えない中で、児童遊園のみを賛成ということには

今できない状態にあるのが、私たちの立場でありま

す。そして、多くの方々も含め、私たちもそうです

が、南清水沢地域を中心とした新たな拠点を設けて、

そして商業地、住宅地、住みよい環境を整えるとい

うことに関しては、全く異議ございません。 

ですから、多くの方々が、こういう方向でいくの
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だねというところがあってして、私たちはこの遊園

地の廃止にかかわるところに対して、異議なく通し

ていきたいと考えていますので、いま一度、常任委

員会も含めてこれらの整理が必要と考えております

ので、ご検討をよろしくお願いいたします。 

●議長 高橋一太君  そのほか、この件で何かご

ざいますか。 

 よろしいですか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 ないようでありますから、これをもって質疑を終

わります。 

 お諮りをいたします。 

 本案につきましては、行政常任委員会に付託の上

審査することいたしたいと思います。これにご異議

ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 したがって、そのように決定いたしました。 

 お諮りいたします。 

 ただいま付託いたしました本案につきましては、

会議規則第45条第 1項の規定によりまして9月 12

日までに審査を終えるよう期限をつけることにいた

したいと思います。これにご異議ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 したがって、そのように決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 高橋一太君  日程第 3、認定第 1 号平成

25 年度夕張市一般会計歳入歳出決算の認定につい

て、認定第2号平成25年度夕張市国民健康保険事業

会計歳入歳出決算の認定について、認定第3号平成

25 年度夕張市市場事業会計歳入歳出決算の認定に

ついて、認定第4号平成25年度夕張市公共下水道事

業会計歳入歳出決算の認定について、認定第5号平

成 25 年度夕張市介護保険事業会計歳入歳出決算の

認定について、認定第6号平成25年度夕張市診療所

事業会計歳入歳出決算の認定について、認定第7号

平成 25 年度夕張市後期高齢者医療事業会計歳入歳

出決算の認定について、認定第8号平成25年度夕張

市水道事業会計決算の認定について、以上8案件一

括議題といたします。 

 理事者並びに監査委員から説明あるいは報告する

ことがありましたら、発言を許します。 

 叶野理事。 

●理事 叶野公司君（登壇）  認定第1号平成25

年度夕張市一般会計歳入歳出決算の認定について及

び認定第2号ないし認定第8号の各特別会計決算の

認定につきまして、一括してその概要をご説明申し

上げます。 

 まず、認定第1号平成25年度夕張市一般会計歳入

歳出決算の認定についてでありますが、当初予算額

101 億 4,529 万 7,000 円に対し、年度途中において

14億5,360万4,000円の追加補正を行い、繰越事業

費繰越額 4,860 万円を加えた最終予算額は、116 億

4,750万 1,000円となったものであります。 

 決算においては、歳入115億29万円に対し、歳出

では108億4,659万 4,000円となり、歳入歳出差し

引き6億5,369万 6,000円の残額に、翌年度繰越額

2万 8,000 円を差し引いた額6億 5,366 万 8,000 円

につきましては、全額繰り越しをしたものでありま

す。 

 次に、認定第2号平成25年度夕張市国民健康保険

事業会計歳入歳出決算の認定についてでありますが、

当初予算額18億688万 5,000円に対し、年度途中に

おいて5,014万3,000円の追加補正を行い、最終予

算額は18億5,702万8,000円となったものでありま

す。 

 決算においては、歳入18億2,782万7,000円に対

し、歳出では17億4,666万 5,000円となり、歳入歳

出差し引き8,116万 2,000円は、全額基金へ積み立

てたものであります。 

 次に、認定第3号平成25年度夕張市市場事業会計

歳入歳出決算の認定についてでありますが、当初予

算額3,000円に対し、年度途中において追加減額補

正は行わず、同額の最終予算となったものでありま

す。 
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 決算においては、歳入2,000円に対し、歳出では

2,000 円となり、歳入歳出同額となったものであり

ます。 

 次に、認定第4号平成25年度夕張市公共下水道事

業会計歳入歳出決算の認定についてでありますが、

当初予算額2億7,864万 3,000円に対し、年度途中

において追加減額補正は行わず、同額の最終予算と

なったものであります。 

 決算においては、歳入2億7,530万1,000円に対

し、歳出では2億7,530万1,000円となり、歳入歳

出同額となったものであります。 

 次に、認定第5号平成25年度夕張市介護保険事業

会計歳入歳出決算の認定についてでありますが、当

初予算額15億3,515万 1,000円に対し、年度途中に

おいて5,320万1,000円の追加補正を行い、最終予

算額は15億8,835万2,000円となったものでありま

す。 

 決算においては、歳入15億793万7,000円に対し、

歳出では15億793万7,000円となり、歳入歳出同額

となったものであります。 

 次に、認定第6号平成25年度夕張市診療所事業会

計歳入歳出決算の認定についてでありますが、当初

予算額1億3,938万 3,000円に対し、年度途中にお

いて438万 1,000円の追加補正を行い、最終予算額

は1億4,376万 4,000円となったものであります。 

 決算においては、歳入1億4,316万8,000円に対

し、歳出では1億4,316万8,000円となり、歳入歳

出同額となったものであります。 

 次に、認定第7号平成25年度夕張市後期高齢者医

療事業会計歳入歳出決算の認定についてであります

が、当初予算額2億4,733万 3,000円に対し、年度

途中において104万 8,000円の追加補正を行い、最

終予算額は2億4,838万 1,000円となったものであ

ります。 

 決算においては、歳入2億3,869万1,000円に対

し、歳出では2億3,747万5,000円となり、歳入歳

出差し引き121万 6,000円は、全額繰り越したもの

であります。 

 次に、認定第8号平成25年度夕張市水道事業会計

決算の認定についてでありますが、初めに、収益的

収入及び支出のうち収入につきましては、最終予算

額 3 億 5,648 万円に対し、決算額は 3 億 5,813 万

4,000円となったものであります。 

 また、支出につきましては、最終予算額3億5,592

万 7,000円に対し、決算額は3億5,209万 8,000円

となったものであります。 

 この結果、収益的収支につきましては、消費税に

かかわる税抜き処理後、501 万 4,000 円の当年度純

利益となりました。 

 次に、資本的収入及び支出のうち収入につきまし

ては、最終予算額2,163万7,000円に対し、決算額

は1,938万7,000円となったものであります。 

 また、支出につきましては、最終予算額1億9,146

万 4,000円に対し、決算額は1億8,839万 8,000円

となったものであります。 

 この結果、資本的収入が資本的支出に対し不足す

る額1億6,901万 1,000円は、当年度消費税、資本

的収支調整額、当年度損益勘定留保資金、減災基金 

積立金及び当年度利益剰余金処分額で補填いたしま

した。 

 以上、認定第1号ないし第8号について、その概

要をご説明申し上げました。よろしくご審議の上、

ご認定賜りますようお願い申し上げます。 

●議長 高橋一太君  板谷監査委員。 

●監査委員 板谷信男君（登壇）  地方自治法第

233条第2項並びに地方公営企業法第30条第2項の

規定により審査に付されました、平成25年度各会計

の決算につきまして審査を行いましたので、その結

果についてご説明申し上げます。 

 審査手続につきましては、各会計決算書及び附属

書類について、関係法令に準拠して作成されている

か、また、これらの計数の正確性を検証するため、

関係諸帳簿との照合のほか、予算の執行状況等、通

常実施すべき審査を行いました。 

 その結果、各会計とも決算書及び附属書類は、適

正に作成されているものと認めました。 
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 次に、決算に至る行財政運営につきまして申し述

べます。 

 当年度は、一般会計においては、再生計画に基づ

き、計画的な起債の償還も含め、将来を見据えた事

業の実施のため、国や北海道の補助金等の財源を活

用し、再生夕張へ向け、地域住民を主とした健康、

暮らし、まちづくりなど、各種行政サービスを実施

いたしました。 

 また、歳入の増加と歳出の削減に取り組まれた結

果、黒字の決算となったところであります。 

 特別会計におきましても、各会計の安定運営を基

本に、歳入の増加と歳出の削減努力を行うほか、水

道事業会計も含め、一般会計からの適正な繰り出し

等もあり、全ての会計の収支が黒字、または収支均

衡となったものであります。 

 そのほか、審査結果の詳細につきましては、決算

審査報告書のとおりであります。 

 以上で説明を終わります。 

●議長 高橋一太君  これより質疑に入りますが、

本8案件については、決算審査特別委員会を設置を

し、これに付託の上、慎重に審査することにしてい

たしておりますので、この点お含みの上ご質問願い

ます。 

 質疑ありますでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 ないようでありますから、これをもって質疑を終

わります。 

 お諮りいたします。 

 本8案件については、議長及び議員選出監査委員

を除く議員全員をもって構成する決算審査特別委員

会を設置し、これに付託の上、審査することにいた

したいと思います。これにご異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 したがって、そのように決定いたしました。 

 お諮りをいたします。 

 ただいま設置をされました決算審査特別委員会の

委員長及び副委員長を、議長において指名したいと

思います。これにご異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 それでは、議長において指名いたします。 

 委員長には大山修二さん、副委員長には島田達彦

さん、以上のとおりでご異議ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 したがって、そのように選任されました。 

 お諮りをいたします。 

 ただいま付託いたしました本8案件については、

会議規則第45条第 1項の規定により、9月 12日ま

でに審査を終えるよう期限をつけることにいたした

いと思います。これにご異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 したがって、そのように決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 高橋一太君  日程第 4、報告第 1 号平成

25 年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告に

ついてを議題といたします。 

 理事者から説明を求めます。 

 叶野理事。 

●理事 叶野公司君（登壇）  報告第1号平成25

年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告につい

て、その内容をご説明申し上げます。 

 本件は、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律第3条第1項及び第22条第1項の規定に基づき、

平成 25 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金

不足比率を、監査委員の意見を付して報告するもの

であります。 

 初めに、健全化判断比率につきましては、一般会

計及び診療所事業会計の赤字の程度を示す実質赤字

比率及び全ての会計の赤字、黒字額を合算し、夕張

市全体の赤字の程度を示す連結実質赤字比率は黒字

となったことから、算定比率はありません。 

 借入金の返済額及びこれに準じる経費の大きさを
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指標化し、資金繰りの危険度を示す実質公債費比率

は、47.2％。将来支払っていく可能性がある負担額

の残高を指標化し、将来的に財政を圧迫する可能性

が高いかどうかを示す将来負担比率は 748.7％とな

り、この二つの比率において、国が定めた財政再生

基準及び早期健全化基準を上回る結果となりました。 

 これは、平成21年度に借り入れた再生振替特例債

を初め、過去に発行した地方債の償還額やその残額

が多額であること、また、債務負担行為に係る公債

費等の負担が多額であることが主な要因であります。 

今後も、財政再生計画に基づき、これらの債務の返

済を計画的に行うとともに、新規市債発行などの抑

制に努めながら改善を図ってまいります。 

 次に、資金不足比率につきましては、公営企業の

資金不足を事業規模である料金収入の規模と比較し

て指標化し、経営状況の深刻度を示すものでありま

す。 

 記載のとおり、水道事業会計及び市場事業会計、

公共下水道事業会計の3事業会計いずれも資金不足

額が算出されてないことから、算定比率はありませ

ん。今後におきましても、3 事業会計の経営の健全

化に努めてまいります。 

 以上、平成25年度健全化判断比率及び資金不足比

率についての報告を終わります。 

●議長 高橋一太君  これより、質疑に入ります。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 ないようでありますから、この程度で報告を終わ

ります。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 高橋一太君  以上で、本日の日程は、全

て終了いたしました。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

―――――――――――――――――――――― 

午後 ２時１５分 散会 
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